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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 85,864 83,436 84,605 88,180 88,032

経常利益 (百万円) 2,506 1,856 667 1,866 2,425

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△）

(百万円) 1,203 441 △524 730 1,365

包括利益 (百万円) 1,209 426 △534 812 1,394

純資産額 (百万円) 23,214 22,497 21,219 20,904 21,178

総資産額 (百万円) 40,308 37,984 38,418 39,292 39,484

１株当たり純資産額 (円) 1,034.60 1,002.93 946.18 932.24 944.43

１株当たり当期純利益金額又
は当期純損失金額（△）

(円) 53.64 19.69 △23.38 32.59 60.90

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.6 59.2 55.2 53.2 53.6

自己資本利益率 (％) 5.2 1.9 △2.4 3.5 6.5

株価収益率 (倍) 39.19 107.1 ― 60.5 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,370 1,717 4,574 1,519 4,424

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,558 2,287 △1,556 △298 △3,679

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,367 △1,360 △1,360 △1,686 △1,512

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 11,502 14,146 15,804 15,339 14,571

従業員数
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,083 1,045 1,071 1,048 1,063
（3,615) （3,677) （3,801) （3,444) （3,373)

 

(注) １　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第46期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　平均臨時従業員数は、１日８時間換算によるものであります。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 80,200 77,968 4,664 5,029 4,783

経常利益 (百万円) 2,398 1,703 1,108 534 1,073

当期純利益又は当期純損失
（△）

(百万円) 1,133 308 △983 478 596

資本金 (百万円) 7,297 7,297 7,297 7,297 7,297

発行済株式総数 (株) 22,783,000 22,783,000 22,783,000 22,783,000 22,783,000

純資産額 (百万円) 23,098 22,256 20,570 19,992 19,457

総資産額 (百万円) 39,080 36,813 24,151 23,921 23,673

１株当たり純資産額 (円) 1,029.43 992.17 917.22 891.56 867.69

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)
50 50 50 50 50
(25) （25) （25) （25) (25)

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

(円) 50.51 13.74 △43.83 21.34 26.60

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.1 60.5 85.2 83.6 82.2

自己資本利益率 (％) 4.9 1.4 △4.6 2.4 3.0

株価収益率 (倍) 41.62 153.49 ― 92.4 73.5

配当性向 (％) 99.0 363.9 ― 234.3 188.0

従業員数
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,061 1,028 1,047 1,020 956
(3,541) (3,471) (3,383) (3,114) (16)

 

(注) １　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第46期の株価収益率及び配当性向につきましては、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しており

ません。

４　平均臨時従業員数は、１日８時間換算によるものであります。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

昭和45年７月 東京都渋谷区に米国ケンタッキー・フライド・チキン・コーポレーションと三菱商事株式会社と
の折半出資により資本金7,200万円をもって日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社を設
立

11月 名古屋市西区にケンタッキーフライドチキン(KFC)１号店　名西店開店

昭和46年２月 本社を東京都千代田区に移転

９月 KFCフランチャイズ１号店　江ノ島店開店

昭和47年１月 本社を東京都港区に移転

７月 ヒューブライン・インクがケンタッキー・フライド・チキン・コーポレーションを買収

11月 資本金２億8,800万円に増資

12月 資本金６億円に増資

昭和52年11月 本社を東京都渋谷区に移転

昭和57年10月 R・J・レイノルズ・インダストリーズ・インクがヒューブライン・インクを買収

昭和61年10月
ペプシコ・インクがR・J・R・ナビスコ・インクからケンタッキー・フライド・チキン・コーポ
レーションを買収

平成元年２月 資本金６億3,000万円に増資

平成２年２月 資本金７億8,750万円に増資

８月 東京証券取引所市場第二部に上場　資本金を72億9,750万円に増資

平成３年３月 連結子会社株式会社ケイ・アド設立

５月 ピザハット事業を開始

平成７年３月 本社を東京都渋谷区恵比寿南一丁目15番１号に移転

平成９年10月
ペプシコ・インクからフードサービス部門が分離しトライコン・グローバル・レストランツ・イ
ンク(現ヤム・ブランズ・インク)が設立

平成19年12月
ヤム・ブランズ・インクが間接所有していた当社株式を、三菱商事株式会社による株式の公開買
付けにより売却し、三菱商事株式会社が親会社となる。

平成20年９月 連結子会社ケイ・フーズ株式会社設立

平成25年４月 連結子会社フェニックス・フーズ株式会社設立

平成25年５月
連結子会社ケイ・ダイニング株式会社（新社名 日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会
社）、株式会社フェニックス、ナチュラル・ダイニング株式会社を設立

平成26年４月 社名を日本ＫＦＣホールディングス株式会社と変更

 
店舗運営事業を会社分割により、100％子会社である日本ケンタッキー・フライド・チキン株式
会社、株式会社フェニックス、ナチュラル・ダイニング株式会社にそれぞれ承継

平成27年11月
三菱商事株式会社による当社普通株式の売り出しに伴い、同社は親会社に該当しないこととな
り、その他の関係会社となる。

平成28年８月 シンガポール共和国に投資持株会社Fast Restaurant International Pte.Ltd.設立

平成29年２月 本社とＲ＆Ｄ施設を神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目４番５号に移転
 

（注）当連結会計年度末現在、連結子会社であった日本ピザハット株式会社及びフェニックス・フーズ株式会社は、

平成29年５月10日開催の取締役会において、当社が所有する株式の全部をエンデバー・ユナイテッド・パート

ナーズ・シックス株式会社に譲渡することを決議し、平成29年６月12日付で株式譲渡いたしました。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当連結会計年度末現在、日本ＫＦＣホールディングス株式会社(当社)、子会社７社、関係会

社１社及びライセンス契約管理会社２社で構成されており、事業は、主としてフライドチキン、加工チキン及びピ

ザの販売を営んでおります。

　事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

　

区分 主な事業の内容 主要な会社

ＫＦＣ事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材ならびにカッ
プ、パッケージ等の包装資材の生産、販売

[国内]
日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱
ケイ・フーズ㈱

ピ ザ ハ ッ ト
（ＰＨ）事業

ピザ、ドリンク等の生産、販売
[国内]
日本ピザハット㈱
フェニックス・フーズ㈱

その他事業
チキン、ピザ等の製品に係る広告宣伝事業等
 
投資持株会社

[国内]
日本ＫＦＣホールディングス㈱
㈱ケイ・アド
ナチュラル・ダイニング㈱

[国外]
FastRestaurantInternational Pte.Ltd.

その他

総合商社
 
ライセンス契約管理会社
 
持分法適用関連会社
 

[国内]
三菱商事㈱

[国外]
ＫＦＣ・レストランツ・アジア・ピー
ティイー・リミテッド
ピザハット・レストランツ・アジア・
ピーティイー・リミテッド
Bamboo (Thailand) Holding Pte.Ltd.

 

（注）日本ピザハット株式会社及びフェニックス・フーズ株式会社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、

当社が所有する株式の全部をエンデバー・ユナイテッド・パートナーズ・シックス株式会社に譲渡することを

決議し、平成29年６月12日付で株式譲渡いたしました。また、ビュッフェ・スタイルのイタリアンレストラン

を運営していたナチュラル・ダイニング株式会社は、平成28年12月15日開催の取締役会において、同社を解散

することを決議し、平成29年４月25日付で清算結了となりました。
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企業集団について事業系統図は以下のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
（又は被所有）
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      
日本ケンタッキー・フライド・チキン
㈱　（注）２

神奈川県横浜市 100 ＫＦＣ事業 100.00
ケンタッキーフライドチキ
ン店舗の運営

日本ピザハット㈱     （注）４ 神奈川県横浜市 100 ピザハット事業 100.00 ピザハット店舗の運営

ナチュラル・ダイニング㈱　（注）５ 神奈川県横浜市 100 その他事業 100.00
ピザハットナチュラル店舗
の運営

㈱ケイ・アド 神奈川県横浜市 10 その他事業 100.00
チキン、ピザに係る広告宣
伝事業

ケイ・フーズ㈱ 大阪府大阪市 1 ＫＦＣ事業 100.00
ケンタッキーフライドチキ
ン店舗の運営

フェニックス・フーズ㈱　（注）４ 神奈川県横浜市 1 ピザハット事業 100.00 ピザハット店舗の運営

FastRestaurantInternationalPte.Ltd.
シンガポール共
和国

840 その他事業 100.00 投資持株会社

(その他の関係会社)      
三菱商事㈱

(注)３
東京都千代田区 204,447 総合商社 （35.13）

原材料等の仕入
役員の転籍

 

(注) １　連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　連結子会社には、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　　三菱商事㈱は、有価証券報告書提出会社であります。

４　日本ピザハット株式会社及びフェニックス・フーズ株式会社は、平成29年５月10日開催の取締役会におい

て、当社が所有する株式の全部をエンデバー・ユナイテッド・パートナーズ・シックス株式会社に譲渡する

ことを決議し、平成29年６月12日付で株式譲渡いたしました。

５　ナチュラル・ダイニング株式会社は、平成28年12月15日開催の取締役会において、同社を解散することを決

議し、平成29年４月25日付で清算結了となりました。

６　上記のほか、ASEAN Industrial Growth Fundを主体としてシンガポール共和国にBamboo (Thailand) Holdi

　 ng Pte. Ltd.を設立し、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ＫＦＣ事業
708

(2,435)

ピザハット事業
244
(922)

その他事業
111
(16)

合計
1,063
(3,373)

 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載してお

ります。

２　上記就業人員には、執行役員(５名)、嘱託・顧問(３名)、契約社員(63名)、受入出向社員(８名)、派遣出向

社員（28名）は含んでおりません。
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(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

956
(16)

37.2 13.8 5,419
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

ＫＦＣ事業
623
(－)

ピザハット事業
222
(－)

その他事業
111
(16)

合計
956
(16)

 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載してお

ります。

２　上記就業人員には、執行役員(５名)、嘱託・顧問(３名)、契約社員(61名)、受入出向社員(８名)、派遣出向

社員（28名）は含んでおりません。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社には平成18年５月18日に結成された日本ケンタッキーフライドチキン労働組合があります。

労使関係はいずれも良好であり、特記すべき事項はありません。

  なお、連結子会社には労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済対策等の効果もあり企業収益や雇用環境に改善の兆しが

見られるものの、個人消費におきましては依然として先行き不透明な状況が続き、お客様の目はより厳しさを増し

ております。

外食業界におきましても、労働力不足に伴う人件費や配送費の高騰、小売業との垣根を超えた激しい顧客獲得競

争にさらされており、厳しい経営環境が続いております。

このような環境の下、当社グループにおきましては、「おいしさ、しあわせ創造企業」を経営理念に掲げ、2015

年度に策定した中期経営計画『Building The Future2017』に沿って着実な成長に向けて取り組みました。

「原材料・素材・手づくり調理へのこだわり」「商品開発力の強化」「現場力のさらなる強化」の３つを基本方

針とし、お客様や立地のニーズに合わせた新業態店舗の開発、健康志向・少子高齢化・個食化等に対応するための

メニューの開発及び経費の最適化を行い、さらなる成長に向けた施策を実行いたしました。

これらの結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高は880億３千２百万円（対前連結会計年度比

0.2％減）、営業利益はピザハット事業の黒字転換により損益が大幅に改善した結果25億５千８百万円（同27.2％

増）、経常利益は24億２千５百万円（同30.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は13億６千５百万円（同

86.9％増）となりました。　

　

当連結会計年度における報告セグメント別の業績は次のとおりであり、利益は営業利益ベースの数値でありま

す。

 
１）ＫＦＣ事業

当連結会計年度は、「やっぱり、ケンタッキー」をスローガンに、チキンは全て「国内産」であることを訴求し

続け、“店内で手づくり”という価値を強みとし活動してまいりました。

立地や客層に合わせた新業態店舗を展開し、昼間はコーヒー・スイーツを取り揃えたカフェとして、夜間はビー

ル・カクテル・ワインなどアルコールメニューをご提供する「バル形式」店舗の展開、また既存店舗の改装も積極

的に実施（直営53店舗・フランチャイズ49店舗）し、快適な店舗空間を提供するための店舗設備の改善等に取り組

みました。　

商品につきましては、基幹商品である「オリジナルチキン」の販売をベースとして、季節定番商品である「レッ

ドホットチキン」、新商品として「やみつき醤油だれチキン」、国産生野菜を使用した「野菜たっぷりツイス

ター」が大変ご好評をいただきました。

この他にも地域密着の活動にも注力し、キッズ・スクール（調理体験）の実施、スポーツ大会への協賛、ＫＦＣ

ファンとの交流を図るタウンミーティングの開催などの活動も実施いたしました。　

これらの結果、当連結会計年度のＫＦＣ事業の業績は、売上高692億５千１百万円（対前連結会計年度比1.2％

増）、営業利益はブランド力向上に向けた店舗改装の積極的実施などにより15億３千９百万円（同23.8％減）とな

りました。　

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

 9/94



 

　

２）ピザハット事業

当連結会計年度は、「おいしさ、もっと！」をスローガンに、ピザ生地に独自性を持たせ、ＫＦＣ同様“店内で

手づくり”という価値を強みとし活動してまいりました。

店舗展開につきましては、これまでに引き続き、視認性の良い立地への店舗移設を加速化、テイクアウト専門店

の出店、また2016年11月には宅配・テイクアウト・イートインを併設したファストカジュアル型店舗である「ピザ

ハット奏の杜フォルテ津田沼店」（千葉県習志野市）をオープンし、多くのお客様にご利用をいただいておりま

す。

商品につきましては、差別化ポイントとして“みみ”へのこだわりを持ち、「ごちそうチージーフラワー」「極

うまスター４（フォー）」といった花形や星形の、見た目においてもワクワクするピザの開発や30～40代の健康志

向のお客様を対象に、通常のピザ生地より約50％の糖質ＯＦＦを実現させた「糖質を抑えたピザ」を開発し、当初

売上予想の1.5倍の販売実績を獲得するなど大変ご好評をいただきました。

これらの結果、当連結会計年度のピザハット事業の業績は、売上高149億２千２百万円（対前連結会計年度比

3.3％減）と減収となったものの、営業利益は１億５千３百万円（前連結会計年度は営業損失３億５千１百万円）

と、店舗オペレーションの改善や広告宣伝費等の経費最適化の効果もあり大幅に利益改善し、通期で黒字転換を果

たすことができました。

 
３）その他事業

当連結会計年度は、ビュッフェ・スタイルのイタリアンレストラン「ピザハット・ナチュラル」を１店舗展開し

ておりましたが、2016年５月31日の営業をもちまして閉店、同年12月に同ブランドを運営していた子会社のナチュ

ラル・ダイニング株式会社の解散を決議いたしました。これまでの営業で培った経営ノウハウは、今後既存ブラン

ドの店舗運営に反映させてまいります。

セグメント構成としましては、持株会社であり各事業会社の業務受託や経営指導を行っている日本ＫＦＣホール

ディングス株式会社及び各事業会社の広告宣伝関連を取り扱う子会社である株式会社ケイ・アド、ピザハット・ナ

チュラルを運営していたナチュラル・ダイニング株式会社の売上高・セグメント損益に関して、その他事業セグメ

ントとして記載しております。

これらの結果、当連結会計年度のその他事業の業績は、売上高116億５千４百万円（対前連結会計年度比6.0％

減）、営業利益は９億１千３百万円（同281.3％増）となりました。

 

４）店舗展開

ＫＦＣ事業・ピザハット事業ともに、顧客のニーズや立地に合わせた店舗開発を進める一方で、ＫＦＣ事業にお

いては新業態店舗の出店及び既存店舗の改装、ピザハット事業においては不採算店舗の見直しやテイクアウト専門

店の出店といったスクラップ・アンド・ビルドを実行いたしました。

これらの結果、当連結会計年度末のチェーン全体の店舗数は、ＫＦＣ1,149店（対前連結会計年度比５店増）、

ピザハット370店（同２店増）となりました。

 

５）本社部門及び連結子会社

本社部門では、経営効率の改善と諸経費の削減に努める一方で、次年度が最終年度にあたる中期経営計画の実現

に向けて、人材の育成・強化を図っております。

連結子会社については、ＫＦＣ、ピザハットを運営する２つの事業会社、ＫＦＣ・ピザハット事業の全国キャン

ペーン活動を主とする広告宣伝の代行業務を行う会社１社、大阪・四国地区のＫＦＣ一部店舗を運営する会社１

社、関東地区のピザハット一部店舗を運営する会社１社、東南アジア地域における投資統括会社１社及び2016年５

月31日の営業をもちまして閉店となりましたブランドを運営していた会社１社の合計７社により構成されており、

これら７社は当社の100％子会社となっております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して７億６千７百万円減少し、145億７千１

百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは44億２千４百万円の収入となりました。その主な要因は税金等調整前当期

純利益23億３千万円、減価償却費27億４千７百万円、たな卸資産の減少額２億９千８百万円、仕入債務の減少額４

億８百万円及び未払消費税等の増加額２億２千３百万円等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは36億７千９百万円の支出となりました。その主な要因は、有形固定資産の

取得による支出21億１千３百万円、無形固定資産の取得による支出５億２千８百万円及び投資有価証券の取得によ

る支出８億３千１百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは15億１千２百万円の支出となりました。その主な要因は、配当金の支払額

11億１千６百万円及びリース債務の返済による支出５億４千万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＫＦＣ事業 36,354 △0.5

ピザハット事業 5,821 △5.3

その他事業 3,089 △4.8

合計 45,265 △1.4
 

(注）　１　金額は、仕入価格によっております。

　　 　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＫＦＣ事業 69,251 1.2

ピザハット事業 14,922 △3.3

その他事業 11,654 △6.0

合計 95,828 △0.4
 

(注）　１　金額は、販売価格によっております。

　　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

   文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（1）会社の経営の基本方針

当社グループは、“おいしさ、しあわせ創造企業”を経営理念として掲げ、基本方針である「原材料・素材・手

づくり調理へのこだわり」「商品開発力の強化」「現場力のさらなる強化」をより進化させ、単に画一的なチェー

ン展開ではなく、多様化された価値観や顧客のニーズにきめ細かく対応していくために、地域毎・個店毎に対応し

ていくことがよりブランド力を強め、今後の成長を実現するための重要課題と認識しております。

こうした施策に的確にお応えしていくために、当社は2017年２月に本社を神奈川県横浜市みなとみらいへ移転い

たしました。最新のファシリティ・セキュリティを備えた新たな拠点で、より効率的且つ創造的な事業活動を実践

してまいります。

このように当社グループは、「新たな価値の創造」のために、お客様にとってだけではなく、全ての従業員に

とってもしあわせをもたらす企業づくりに邁進し、経営目標の達成を実現、持続的な成長による企業価値の向上に

努めてまいります。

　

（2）目標とする経営指標

当社グループは、“おいしさ、しあわせ創造企業”を経営理念とし、ダイナミックに変化する消費者マーケット

に臨機応変に対応するとともに、創立50周年にあたる2020年には、グループ店舗数2,000店、グループ売上高2,000

億円、株主資本利益率（ＲＯＥ）や総資産利益率（ＲＯＡ）の向上を図ってまいります。

　

（3）会社の対処すべき課題

次期のわが国経済は、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、緩やかな景気回復が期待されるものの、消費者物

価の上昇や国内外景気の下振れリスクなどへの懸念もあり、依然として先行き不透明な状況下にあります。

こうした環境のもと、主力のＫＦＣ事業におきましては、現在のチキンの分野での強みによる、差別化戦略を継

続・強化する一方で、新商品投入やより効果的なマーケティング活動の実行に加え、立地毎の顧客ニーズの把握と

そのニーズに適合した業態開発・サービスの提供を実行し、市場の変化に対応することでお客様に各地域にて想

起・支持されるブランドを目指してまいります。

また、平成30年３月度を最終年度として取り組んでいる中期経営計画に掲げたＭ＆Ａ・事業提携の推進による国

内外成長市場の獲り込み、既存ブランドの海外展開など、これまで培ってきた経営ノウハウや経営資源を積極的に

活用し事業の拡大を図るとともに、ポートフォリオの入替による資産効率の改善といった課題にも取り組んでまい

ります。

　

（4）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　　 該当事項はありません。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループ（当社及び連結子会社）においては、将来的に会社の事業運営、財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ると認識している以下のリスクが存在しております。なお、かかるリスクはこれらの事項に限られるものではありま

せん。また、将来発生しうるすべてのリスクを必ずしも網羅したものではありません。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）経営上のリスク

①季節的要因

当社グループは、クリスマス期の最大需要期の毎年12月度に売上高が増加する傾向にあるため、通期業績に占め

る第３四半期の比重が高くなっております。このため、当社グループでは年間で業績管理を行っておりますが、第

３四半期の業績如何によっては通期業績に影響を及ぼす可能性があります。

②食包材の調達

当社グループの使用する食包材は、為替レートの変動、消費者の健康志向の高まりや嗜好の変化、地球環境の変

化、自然災害、鳥インフルエンザ、国際的な需給バランスや投機の影響を受けております。当社グループといたし

ましては各要素に関わる最新情報の入手に努め、新たな仕入ルートの開拓、供給産地の分散、代替商品の開発など

によりリスクの回避に努めておりますが、原材料価格の高騰や供給の不足がある場合には、業績に影響を与える可

能性があります。

③自然災害・事故等

当社グループは主に関東・関西地区において店舗を運営し、またサブ・フランチャイズにより全国で店舗を展開

しております。大地震や台風等の自然災害あるいは予期せぬ事故等により店舗営業活動が阻害された場合は、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

④環境問題

企業の社会的責任として、環境コンプライアンスへの取り組みが重要課題となってきております。当社グループ

においては、フランチャイザーとして、今後のさらなる取り組み強化を求められており、それによる費用負担の増

加が予想され、業績に影響を与える可能性があります。

⑤競合

当社グループにおいては、フライドチキン及びピザを基幹商品として、ファストフードレストラン及びデリバ

リーのチェーンを全国で展開しており、これらの分野のみならず、コンビニエンスストアや中食の分野においても

競合状態にありますが、競合の激化が業績に影響を与える可能性があります。

⑥賃借物件

当社グループにおいては、本社・事務所・店舗として土地・建物を賃借しておりますが、当該所有者の事情で契

約の事前解約や契約が更新できなくなることにより、業績が良好な店舗であっても閉店を余儀なくされることがあ

ります。また、これらに対する敷金・保証金・売上預託金があります。管理には十分留意しておりますが、当該所

有者何らかの事由により、これらが不良化し回収できなくなる可能性があります。

⑦労務

当社グループの店舗では多くのパートタイム従業員が業務に従事しておりますが、今後、社会保険、労働条件な

どの関係法令に変更がある場合には、人件費の増加により業績に影響を与える可能性があります。また、その従業

員等の処遇につきましても、関連法令や労働環境にさらに変化がある場合は、業績に影響を与える可能性がありま

す。

⑧ヤム・ブランズ・インクグループとのライセンス契約について

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び日本ピザハット株式会社（連結子会社）は、ヤム・ブラン

ズ・インクグループと「マスターフランチャイズ契約（ＫＦＣ）」「マスターライセンス契約（ピザハット）」及

びサブ・ライセンス契約をそれぞれ締結し、国内のフランチャイジー（ＦＣ加盟店）に対し、ＫＦＣ及びピザハッ

トブランドのサブ・ライセンス権を供与するとともに、国内直営店舗においてフライドチキン、ピザの加工及び販

売を行っております。

今後のヤム・ブランズ・インクグループ及び当社グループの戦略やその他要因によって契約条件の見直しや合意

に至らないこと等により、契約内容が当社グループにとって不利なものとなる、または契約更新が行われない場合

には、業績に影響を与える可能性があります。
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⑨サブ・フランチャイジーとの取引

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び日本ピザハット株式会社（連結子会社）は、ＫＦＣ事業で51

社、ピザハット事業で45社とサブ・フランチャイズ（ライセンス）契約及び商品売買契約を締結しておりますが、

これらに基づき各社に対し取引上の与信リスクが生じております。日常的な取引を通じて与信管理には十分留意し

ておりますが、当該社に何らかの事由が発生した場合は当社への支払に影響を与える可能性があります。

⑩個人情報

当社グループにおいては、多くの個人情報を保有しており、これらの管理にあたっては情報管理責任者を設置

し、社員の意識高揚及び法令遵守のための就業規則等の見直しをするなど、情報管理体制の徹底・強化を行ってお

りますが、万一漏洩のあった場合は当社グループの社会的信用を失うとともに、業績に影響を与える可能性があり

ます。

 

（2）商品に関するリスク

①鳥インフルエンザ

2004年に発生した鳥インフルエンザは、当社グループの売上、利益に少なからず影響を与え、その後も国内にお

いては鳥インフルエンザが発生しております。当社グループにおいては、鳥インフルエンザのリスクに対応するた

め、契約農場を国内の各地に分散させリスクの低減を図っております。今後も引き続きチキンの産地の管理強化・

対応ツールの準備など必要な対応策をとってまいりますが、今後国内において鳥インフルエンザが発生し、それが

消費者心理へ影響を及ぼすような事態になる場合には、業績に影響を与える可能性があります。

②食の安全・安心

外食産業はその特有の問題として食中毒や異物混入等のリスクが存在しており、万一当社グループ商品に発生し

た場合や、食材への広範囲且つ深刻な汚染など消費者に不安を与える事態が発生した場合には、業績に影響を与え

る可能性があります。

当社グループにおいては、諸法令の定める基準を遵守することはもとより、独自の安全衛生管理体制を築くとと

もに、常に情報を収集し、必要な研究開発を行っております。

また、社会的環境の変化や法令の改正などに対応するためには今後さらにコストが増大し、業績に影響を与える

可能性があります。

③新型インフルエンザ等の感染症

新型インフルエンザ等の感染症への取り組みが重要課題となってきております。当社グループにおいては、最新

の情報を収集し対応に努めておりますが、今後取り組み強化による経費の増加が予想されます。感染拡大や蔓延状

況に応じて、店舗の営業休止等、業績に影響を与える可能性があります。

 

（3）将来に関する事項について

以上に記載している将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであり

ます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

フランチャイズ契約

１　ケンタッキーフライドチキン

(イ)マスターフランチャイズ契約

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社（連結子会社）は、ＫＦＣ・レストランツ・アジア・ピー

ティイー・リミテッドとの間に次のケンタッキーフライドチキン「マスターフランチャイズの許諾と商標使用

許諾契約」を締結しております。

契約の相手方 ＫＦＣ・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド

国籍 シンガポール共和国

契約の内容 以下の権利とマスターライセンスを継続して当社に許諾すること。

１　日本国内において、店舗でＫＦＣ事業に関連して商標を使用すること

 ２　日本国内において、ライセンサーの品質基準に合致する製品及びサービスに関

し、ライセンサーから開示される方式及び事業上の秘密の使用により、店舗で認

可された製品を製造し販売すること

 ３　日本国内における店舗での上記権利の使用を再許諾すること

対価 １　イニシャル・フィー(出店料)

１店毎に150万円(平成26年12月１日以降は物価指数調整あり)

 ２　リニューアル・フィー(更新料)

１店毎の契約更新に当たり、

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは25万円、

平成26年12月１日から平成31年11月30日までは36万円、

平成31年12月１日から平成36年11月30日までは18万円

(ただし、平成26年12月１日以降は物価指数調整あり)

 ３　コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成16年７月11日から平成17年11月30日までは総売上高の2.3％、

平成17年12月１日以降毎年度0.1％ずつ上がり、

平成23年12月１日から平成26年11月30日までは3.0％、

平成26年12月１日から平成31年11月30日までは5.0％、

平成31年12月１日から平成36年11月30日までは6.0％

(ただし、店舗認証契約更新到来時より適用)

契約期間 平成16年７月11日から平成36年11月30日まで。

店舗認証 本契約の下に、当社の店舗につき平成16年７月11日から平成26年11月30日までは期間

を７年毎、平成26年12月１日から平成31年11月30日までは期間を10年毎、平成31年12

月１日から平成36年11月30日までは期間を５年毎とする店舗認証契約を締結する。

広告拠出金 当社の運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とフランチャイジーとで

別途組織するＫＦＣ広告協議会(当社の100％子会社である株式会社ケイ・アドに業務

委託)に、収入の少なくとも4.0％を拠出する。

その他 今後、単独もしくは複数の者が単独もしくは共同して、(1)当社の議決権付株式の25％

超を支配することになった場合、または(2)当社の議決権付株式の10％超を支配し、且

つその者が当社の取締役もしくは監査役を指名する権限を持った場合もしくは法令上

開示が求められる情報以外の当社の秘密情報を入手する権限をもった場合には、ＫＦ

Ｃ・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド(ライセンサー)は、本契約を

解除することができる。
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(ロ)サブ・ライセンス契約

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社（連結子会社）は、日本におけるマスター・ライセンシーと

してサブ・ライセンス権を保有し、同権利に基づき、日本のフランチャイジーにサブ・ライセンスを与えた場

合、以下の対価を取得する権利を当社は有しております。

フランチャイジーの対価

 １　イニシャル・フィー(出店料)

１店毎に250万円

 ２　リニューアル・フィー(更新料)

１店毎の契約更新に当たり

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは無料、平成26年12月１日から平成

36年11月30日までは18万円

(ただし、物価指数調整あり)

 ３　コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成26年11月30日までは収入の4.0％、平成26年12月１日から平成31年11月30日

までは収入の5.0％、平成31年12月１日から平成36年11月30日までは収入の6.0％

(ただし、店舗認証契約更新到来時より適用)

フランチャイジーの店舗認証

 本契約の下に、当社はフランチャイジーとの間にその店舗毎に下記期間の店舗認証契

約を締結する。

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは期間２年、平成26年12月１日から平成

36年11月30日までは期間５年

広告拠出金 フランチャイジーの運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とフラン

チャイジーとで別途組織するＫＦＣ広告協議会(当社の100％子会社である株式会社ケ

イ・アドに業務委託)に、収入の少なくとも4.0％を拠出する。
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２　ピザハット

(イ)マスターライセンス契約

日本ピザハット株式会社（連結子会社）は、ピザハット・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッ

ドとの間に、平成19年11月22日付で新しいピザハットのマスターライセンス契約「インターナショナル・フラ

ンチャイズ・アグリーメント」を、平成25年３月18日付でピザハット事業におけるコンティニューイング・

フィーに係る覚書を締結いたしました。

契約の相手方 ピザハット・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド

国籍 シンガポール

契約の内容 １　ピザハットの商標、サービスマーク、商号についての日本における独占的使用

 ２　ピザハット店舗におけるピザ、パスタ、イタリア料理等の調理、販売

 ３　日本国内における上記権利のサブ・ライセンス

対価 １　イニシャル・フィー(出店料)

　　平成19年12月１日から平成29年11月30日までは１店舗毎に金100万円

 　　平成29年12月１日以降は１店舗毎に金US$41,900(物価指数調整あり)　　　

 ２　リニューアル・フィー(更新料)

 　　平成19年12月１日から平成29年11月30日までは無料

 　　平成29年12月１日以降は１店舗毎に金US$20,900(物価指数調整あり)　　　

 ３　コンティニューイング・フィー(継続使用料)

 　　売上高の6.0％

契約期間 １　平成19年11月30日以前に出店の既存店は、平成19年12月１日から平成29年11月30

日までの10年間、さらに平成29年12月１日から10年間毎の更新の選択権を有す

る。

 

２　平成19年12月１日以降出店の新店は、当初10年間とその後10年間の更新の選択権

を有する。

広告拠出金 当社の運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とサブ・ライセンシーと

で別途組織するピザハット広告協議会(当社の100％子会社である株式会社ケイ・アド

に業務委託)に、売上高の少なくとも4.0％を拠出する。
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(ロ)サブ・ライセンス契約

日本ピザハット株式会社（連結子会社）は、ピザハット店舗の展開を図るため、サブ・ライセンシーと店舗

毎に下記内容の「サブ・ライセンス契約」を締結致しております。

契約の内容 ピザハット・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの契約に基づき、

当社はサブ・ライセンシーに対し、ピザハットの商標の下にサブ・ライセンシーの店

舗においてピザ、パスタ、イタリア料理その他当社の指定する食品を顧客に提供し、

販売するための権利を与える。

サブ・ライセンシーは、上記サブ・ライセンス取得の対価として、原則として次の金

員を支払う。

対価

 
１　イニシャル・フィー(出店料)

平成19年12月１日から平成24年11月30日までは無料

平成24年12月１日から平成29年11月30日までは１店毎に金150万円

平成29年12月１日以降US$41,900(物価指数調整あり)

 ２　リニューアル・フィー(更新料)

１店舗毎の契約更新に当たり

平成19年12月１日から平成29年11月30日までは無料

平成29年12月１日以降１店舗毎にUS$20,900(物価指数調整あり)

 ３　コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成19年12月１日から平成29年11月30日までは売上高の5.0％

平成29年12月１日以降　売上高の6.0％

広告拠出金 サブ・ライセンシーの運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とサブ・

ライセンシーとで別途組織するピザハット広告協議会(当社の100％子会社である株式

会社ケイ・アドに業務委託)に、売上高の少なくとも4.0％を拠出する。
 

 

　　　　（注）当連結会計年度末現在、連結子会社であった日本ピザハット株式会社及びフェニックス・フーズ株式会

　　　　　　　社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、当社が所有する株式の全部をエンデバー・ユナイテ

　　　　　　　ッド・パートナーズ・シックス株式会社に譲渡することを決議し、平成29年６月12日付で株式譲渡いた

　　　　　　　しました。詳細については、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（重

　　　　　　　要な後発事象）」をご参照ください。
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６ 【研究開発活動】

当社グループにおける研究開発活動は、主に新商品開発に伴う試作品作成のために必要となる食材等の支出であ

り、当連結会計年度における研究開発費の総額はＫＦＣ事業36百万円、ピザハット事業0百万円となり、総額37百万

円であります。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計基準は「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]

［注記事項］連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりであります。

　当社の連結財務諸表作成において、損益または資産の状況に影響を与える見積り・判断は、過去の実績やその時

点で入手可能な情報に基づいた合理的と考えられる様々な要因を考慮した上で行っておりますが、実際の結果は、

見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。
 

(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当連結会計年度末における流動資産の残高は、207億２千１百万円となり、前連結会計年度末と比べ６億６千

９百万円の減少となりました。

　その主な要因は、現金及び預金の減少７億６千７百万円及び売掛金の増加１億１千５百万円等によるものであ

ります。

②　固定資産

当連結会計年度末における固定資産の残高は、187億６千２百万円となり、前連結会計年度末と比べ８億６千

万円の増加となりました。

　その主な要因は、有形固定資産の増加13億２千７百万円及び無形固定資産の減少６億２千２百万円等によるも

のであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③　流動負債

当連結会計年度末における流動負債の残高は、130億３千３百万円となり、前連結会計年度末と比べ３千７百

万円の減少となりました。

　その主な要因は、買掛金の減少４億８百万円、短期借入金の増加８千万円、未払消費税等の増加１億３千９百

万円、賞与引当金の増加７千５百万円及び資産除去債務の増加５千４百万円等によるものであります。

④　固定負債

当連結会計年度末における固定負債の残高は、52億７千２百万円となり、前連結会計年度末と比べ４千４百万

円の減少となりました。

　その主な要因は、リース債務の減少３億９千万円及び資産除去債務の増加２億９千５百万円等によるものであ

ります。

⑤　純資産

当連結会計年度末における純資産の残高は、211億７千８百万円となり、前連結会計年度末と比べ２億７千３

百万円の増加となりました。

　その主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益13億６千５百万円の計上、配当金の支払による利益剰余金

の減少11億２千１百万円等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２[事業の状況]１[業績等の概要](2) キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。
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(4) 経営成績の分析

①　売上高

当連結会計年度の売上高は、880億３千２百万円となりました。

　売上高の内訳については「第２[事業の状況]１[業績等の概要]」に記載しております。

②　売上総利益

当連結会計年度の売上総利益は、398億８千７百万円となりました。

仕入価格の低下による原価低減効果により、対前年同月比1.3％増となりました。

③　販売費及び一般管理費

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は373億２千８百万円となりました。

　その主な内容につきましては、「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］注記事項　連結損益計算書関係」

に記載のとおりであります。

④　営業利益

当連結会計年度における営業利益は25億５千８百万円となりました。また、売上高営業利益率は2.9％となり

ました。

⑤　経常利益

当連結会計年度における経常利益は24億２千５百万円となりました。

　その主な要因は、受取賃貸料１億６千１百万円及び賃貸費用１億６千９百万円等によるものであります。

⑥　特別損益

当連結会計年度における特別利益は６千７百万円となりました。これは店舗譲渡益６千４百万円及び固定資産

売却益２百万円の計上によるものであります。また、特別損失は１億６千３百万円となりました。これは減損損

失１億２千５百万円及び固定資産除却損の計上３千４百万円等によるものであります。

⑦　親会社株主に帰属する当期純利益

税金等調整前当期純利益は23億３千万円となり、税効果会計適用後の法人税等負担額は９億６千４百万円とな

りました。その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は13億６千５百万円となりました。

　また、１株当たり当期純利益は60円90銭となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】
 

会社名 セグメントの名称 設備の内容 投資金額(百万円) 資金調達方法

日本ＫＦＣホール
ディングス㈱

その他事業 本社設備他 1,141 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業 新店・改装 2,200 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業 コンピュータ関連 202 自己資金

日本ピザハット㈱ ピザハット事業 新店・改装 449 自己資金
 

(注)　投資金額には、店舗出店契約に係る敷金・保証金を含んでおります。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　平成29年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

建物
土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

本社
(神奈川県横浜市)

その他事
業

本社設備 850
2,242
(3,554)

169 82 3,346 956
 

(注)　１ 従業員数は社員を対象としたもので、執行役員(５名)、嘱託・顧問(３名)、契約社員(61名)、受入出向社員

(８名)、派遣出向社員（28名）、臨時従業員は含んでおりません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2) 国内子会社

　平成29年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

機械装置

及び運搬具

工具、器具

及び備品
リース資産 合計

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ケンタッキーフライ
ドチキン田園調布店

他308店舗
（東京都大田区）

KFC事業 店舗設備 2,222 330 357 1,406 4,316 67

日本ピザハット㈱
ピザハット駒沢店他

148店舗
（東京都世田谷区）

ピザハット
事業

店舗設備 559 80 111 33 785 18

㈱ケイ・アド
本社
(神奈川県横浜市)

その他事業 本社設備 － － 1 　－ 1 －

ケイ・フーズ㈱

ケンタッキーフラ
イドチキン
Ｒ26岸和田店他16
店舗
(大阪府岸和田市)

KFC事業 店舗設備 32 6 5 － 44 18

フェニックス・フー
ズ㈱

ピザハット二俣川
店他５店舗
(神奈川県横浜市)

ピザハット
事業

店舗設備 － － 0 － 0 4

 

(注) １　従業員数は社員を対象としたもので、臨時従業員は含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 新設

会社名 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

日 本 ＫＦＣ ホ ー ル
ディングス㈱

その他事業 コンピュータ関連 364 － 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業 新店 949 － 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業 コンピュータ関連 523 － 自己資金
 

(注)　投資予定金額には、店舗出店契約に係る敷金・保証金が含まれております。

 

(2) 改修

会社名 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業
ケンタッキーフライドチキン
店舗改修

1,546 － 自己資金
 

 

(3) 除却

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,953,000

計 49,953,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,783,000 22,783,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 22,783,000 22,783,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月23日   
　（注）

― 22,783,000 ― 7,297 △9,430 1,000
 

（注）資本準備金の減少額9,430百万円は、会社法第448条第１項の規定に基づき、その他資本剰余金へ振り替えたも

のであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 23 256 74 11 24,282 24,655 ―

所有株式数
(単元)

― 3,146 286 86,462 10,743 51 127,029 227,717 11,300

所有株式数
の割合(％)

― 1.38 0.13 37.97 4.72 0.02 55.78 100.00 ―
 

(注) 自己株式358,919株は、上記「個人その他」に3,589単元、「単元未満株式の状況」に19株を含めて記載してお

ります。

 

(7) 【大株主の状況】

　　平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３─１ 7,875 34.56

日本ＫＦＣホールディングス株式会社 神奈川県横浜市西区みなとみらい４丁目４―５ 358 1.57

日本ＫＦＣホールディングスフラン
チャイズオーナー持株会

東京都渋谷区恵比寿南１丁目15―１ 278 1.22

JP MORGAN CHASE BANK 385151
(常任代理人　株式会社みずほ銀行)

25 　BANK STREET,CANARY WHARF,LONDON,El4
5JP,UNITED KINGDOM
(東京都港区港南２丁目15―１)

148 0.65

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信託銀
行株式会社）

東京都千代田区丸の内２丁目１―１
（東京都中央区晴海１丁目８―12）

110 0.48

MSCO CUSTOMER SECURITIES
(常任代理人 モルガン・スタンレーＭ
ＵＦＧ証券株式会社）　

1585Broadway New York,New York 10036,U.S.A
（東京都千代田区大手町１丁目９―７）

99 0.43

キユーピー株式会社 東京都渋谷区渋谷１丁目４―13 67 0.29

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２―１ 66 0.28

日本ＫＦＣホールディングス従業員持
株会

東京都渋谷区恵比寿南１丁目15―１ 58 0.25

株式会社ニチレイフーズ 東京都中央区築地６丁目19―20 58 0.25

計 － 9,120 40.03
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 358,900
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,412,800
224,128 ―

単元未満株式 普通株式 11,300
 

― ―

発行済株式総数 22,783,000 ― ―

総株主の議決権 ― 224,128 ―
 

(注)「単元未満株式」には当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本ＫＦＣホールディングス
株式会社
(自己保有株式)

神奈川県横浜市西区みな
とみらい４丁目４―５

358,900 ― 358,900 1.57

計 ― 358,900 ― 358,900 1.57
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

  (10)【従業員株式所有制度の内容】

　 　取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度の導入

当社は、平成29年２月９日開催の取締役会において、当社取締役（社外取締役及び監査等委員を除く。）ならび

に当社及び当社グループの執行役員（以下、取締役と併せて「取締役等」という。）を対象として、これまで以上

に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、会社業績との連動性が

高く、透明性・客観性の高い役員報酬制度として、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入す

ることを決議するとともに、本制度に関する議案が平成29年６月27日開催の第48期定時株主総会において承認され

ました。また、グループ会社の取締役等に対する本制度の導入につきましても、平成29年６月下旬開催のグループ

会社の定時株主総会にて承認されております。

 
１．本制度の導入

①本制度の概要

本制度としては、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan)信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）と称される仕

組みを採用いたします。ＢＩＰ信託とは、米国のパフォーマンス・シェア（Performance Share）制度及び譲渡制

限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランであり、業績目標の達

成度に応じて取締役等に当社株式が交付される株式報酬型の役員報酬であります。

本制度は、毎年の業績目標の達成度に応じた株式が取締役等の退任時に交付される中長期インセンティブ・プラ

ンであり、当社の取締役等が中長期的な視点で株主の皆様との利益意識を共有し、中長期的な視野での業績や株価

を意識した経営を動機づける内容となっております。

 
②取締役等に取得させる予定の株式の総数
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　87,200株（上限）

 
③当該制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　取締役等を退任した者のうち受益者要件を満たす者

　

２．信託契約の内容

　①信託の種類　　　　特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

　②信託の目的　　　　対象取締役等に対するインセンティブの付与

　③委託者　　　　　　当社

　④受託者　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　（共同受託者 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

　⑤受益者　　　　　　取締役等を退任した者のうち受益者要件を満たす者

　⑥信託管理人　　　　当社と利害関係のない第三者（公認会計士）

　⑦信託契約日　　　　平成29年８月10日（予定）

　⑧信託の期間　　　　平成29年８月10日（予定）～平成33年９月末日（予定）

　⑨制度開始日　　　　平成29年９月１日（予定）

　⑩議決権行使　　　　行使しないものとします。

　⑪取得株式の種類　　当社普通株式

　⑫信託金の金額　　　167百万円（信託報酬・信託費用を含む。）

　⑬株式の取得時期　　平成29年８月15日（予定）～平成29年11月30日（予定）

　　　　　　　　　　（なお、決算期（中間決算期、四半期決算期を含む。）末日以前の５営業日から

　　　　　　　　　　　決算期末日までを除く。）　

　⑭株式の取得方法　　株式市場より取得または当社からの自己株式処分による取得

　⑮帰属権利者　　　　当社

　⑯残余財産　　　　　帰属権利者である当社が受領できる残余財産は、信託金から株式取得資金を控除した

　　　　　　　　　　　信託費用準備金の範囲内とします。

　

３．信託・株式関連事務の内容

　①信託関連事務　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社が本信託の

　　　　　　　　　　　受託者となり信託関連事務を行う予定です。

　②株式関連事務　　　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が業務委託契約書に基づき受益者への

　　　　　　　　　　　当社株式の交付事務を行う予定です。

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

27/94



 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 20 38

当期間における取得自己株式 20 38
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 - - - -
消却の処分を行った取得自己株式 - - - -
合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式 - - - -
その他 - - - -
保有自己株式数 358,919 - 358,939 -

 

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は株主の皆様に対する利益還元を、経営の最重要課題の一つとして位置づけ、そのためにも持続的且つ安定的

な成長を目指しております。今後新たな成長につながる戦略投資に資金を充当するため、配当は業績及び財務状況を

勘案して決定しております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　このような方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株当たり50円(うち中間配当25円)としておりま

す。

　内部留保資金の使途につきましては、新規出店、店舗改装及び新たな成長分野への事業展開を推進するための設備

投資等の資金需要に備える所存であります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成28年11月10日
取締役会決議

560 25

平成29年６月27日
定時株主総会決議

560 25
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円) 2,186 2,174 2,350 2,330 2,053

最低(円) 1,980 2,050 2,100 1,902 1,800
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,869 1,901 1,954 1,959 2,020 2,053

最低(円) 1,840 1,850 1,894 1,907 1,935 1,909
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性７名　女性１名（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

CEO 近　藤　正　樹 昭和30年１月５日生

昭和53年４月 三菱商事株式会社入社

(注)２ 8,355

昭和60年５月 コロンビア三菱商事会社

平成13年４月 三菱商事株式会社食品本部コー

ヒーユニットマネージャー

平成16年４月 三菱商事株式会社食品本部付（戦

略企画室長）

平成20年４月 伯国（ブラジル）三菱商事会社社

長

平成25年４月 三菱商事株式会社生活産業グルー

プCEO補佐（人事担当）

平成26年４月 当社執行役員社長兼日本ケンタッ

キー・フライド・チキン株式会社

代表取締役社長兼株式会社フェ

ニックス（現日本ピザハット株式

会社）取締役兼ナチュラル・ダイ

ニング株式会社取締役

平成26年６月 当社代表取締役社長CEO兼日本ケン

タッキー・フライド・チキン株式

会社代表取締役社長兼株式会社

フェニックス（現日本ピザハット

株式会社）取締役兼ナチュラル・

ダイニング株式会社取締役

    

平成29年６月 当社代表取締役社長CEO兼日本ケン

タッキー・フライド・チキン株式

会社代表取締役社長兼FastRestaur

antInternationalPte.Ltd. 取締役

兼Bamboo(Thailand)HoldingPte.Lt

d.取締役（現任）

  

取締役

専務執行役員

CFO内部統
制推進担
当

金 原　俊 一 郎 昭和34年４月６日生

昭和57年４月 三菱商事株式会社入社

（注)２ ―

平成14年２月 米国三菱商事会社 財務経理部

平成20年２月 三菱商事株式会社トレジャラーオ

フィス コーポレートファイナン

ス・Ｍ＆Ａ室長

平成23年４月 三菱商事株式会社財務開発部長

平成26年４月 三菱商事株式会社財務部長兼三菱

商事フィナンシャルサービス株式

会社非常勤監査役

平成27年４月 三菱商事株式会社理事財務部長兼

三菱商事フィナンシャルサービス

株式会社非常勤監査役

平成29年６月 当社取締役専務執行役員CFO兼コー

ポレート本部長兼ガバナンス本部

長兼経理部長兼日本ケンタッ

キー・フライド・チキン株式会社

取締役（現任）

取締役  岡　部　勇　次 昭和34年９月25日生

昭和57年４月 当社入社

(注)２ 338

平成23年４月 当社KFC直営営業ユニットゼネラル

マネージャー

平成25年４月 当社KFC直営営業ユニット執行役員

平成26年４月 当社執行役員兼日本ケンタッ

キー・フライド・チキン株式会社

直営営業ユニット執行役員

平成27年４月 当社執行役員兼日本ケンタッキー・

フライド・チキン株式会社執行役員

営業統括

平成28年４月 当社執行役員兼日本ケンタッキー・

フライド・チキン株式会社執行役員

営業本部長

平成28年６月 当社取締役執行役員兼日本ケンタッ

キー・フライド・チキン株式会社取

締役執行役員営業本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

 
佐 々 木 敏 彦 昭和36年５月29日生

昭和59年４月 当社入社

(注)２ 2,000

平成24年４月 当社物流・購買部長

平成27年４月 当社執行役員兼日本ケンタッキー・

フライド・チキン株式会社執行役員

直営営業本部長

平成28年４月 当社執行役員関西オフィス長兼日本

ケンタッキー・フライド・チキン株

式会社執行役員営業本部西日本統括

部長

平成29年６月 当社取締役執行役員関西オフィス長

兼日本ケンタッキー・フライド・チ

キン株式会社執行役員営業本部西日

本統括部長（現任）

取締役  村　田　哲　也 昭和44年10月11日生

平成４年４月 三菱商事株式会社入社

(注)２ ―

平成24年３月 株式会社ライフコーポレーション執

行役員首都圏ストアサポート本部長

平成25年９月 株式会社ライフコーポレーション執

行役員首都圏ストア本部長

平成27年４月 株式会社ライフコーポレーション上

席執行役員首都圏営業本部副本部長

兼首都圏ストア本部長

平成28年４月 三菱商事株式会社生鮮品本部戦略企

画室長（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）

取締役

（監査等委

員）

 鈴　木　康　夫 昭和30年４月５日生

昭和53年４月 三菱商事株式会社入社

(注)３ 1,338

昭和61年７月 仏国三菱商事会社

平成6年12月 MitsubishiImaging(MC).Inc.E.V.P

平成12年12月 MCImagingLtd.ExecutiveDirectorCEO

平成14年５月 三菱商事株式会社生活産業グループ

監査室マネージャー

平成23年３月 三菱商事株式会社生活産業グループ

CEOオフィス　内部統制・監査ユニッ

トマネージャー

平成25年６月 当社常勤監査役

平成26年４月 日本ケンタッキー・フライド・チキ

ン株式会社監査役（現任）兼株式会

社フェニックス（現日本ピザハット

株式会社）監査役兼ナチュラル・ダ

イニング株式会社監査役

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

（監査等委

員）

 大　島　仁　志 昭和23年１月21日生

昭和47年４月 キリンビール株式会社入社

(注)３ 1,677

平成15年３月 キリンビール株式会社執行役員兼国

際酒類カンパニー社長兼サンミゲル

社（フィリピン）取締役兼ライオン

ネイサン社（豪）取締役

平成18年３月 キリンビール株式会社常務執行役員

兼国際酒類カンパニー社長

平成19年７月 キリンホールディングス株式会社常

勤監査役

平成26年10月 公益財団法人民際センター理事（現

任）

平成27年２月 公益財団法人三菱商事復興支援財団

理事（現任）

平成27年６月 当社社外取締役

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

    平成６年10月 青山監査法人/PriceWaterhouse入所   

    
平成18年９月 あらた監査法人（現PwCあらた監査

法人)/PricewaterhouseCoopers入所
  

取締役

（監査等委

員）

 砂　川　佳　子　 昭和47年８月７日生 平成25年８月 砂川公認会計士事務所代表（現任） (注)３ ―

    
平成25年12月 税理士法人アンサーズ（現税理士法

人アンサーズトラスト）社員就任

（現任）

  

    平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）   

計 13,708
 

(注) １　村田哲也氏、鈴木康夫氏、大島仁志氏及び砂川佳子氏は、社外取締役であります。

２　平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

３　平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

４　監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

　　　　 委員長　大島　仁志　　委員　鈴木　康夫　　委員　砂川　佳子
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

当社における企業統治の体制は、取締役８名（うち社外取締役４名）で構成されております。当社は、コーポ

レート・ガバナンスの確立を重要課題と認識しており、経営の透明性、意思決定の迅速化、経営の効率性、コン

プライアンス体制を確立させることにより、企業価値の最大化を図っております。

なお、当社は平成28年６月17日開催の定時株主総会決議により、同日をもって監査役会設置会社から監査等委

員会設置会社へ移行いたしました。

この移行は、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与することで、取締役会の監督機能の強

化及びコーポレート・ガバナンスの向上を図り、透明性の高い経営と適切な意思決定を実現するためでありま

す。

　

1）会社のコーポレート・ガバナンスの体制

当社のコーポレート・ガバナンスの体制を図式化すると以下のとおりであります。
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（ⅰ）ＧＥＣ（グループ・エグゼクティブ・コミッティ）

取締役会の委嘱を受けた事項、その他経営に関する重要な事項及びグループ子会社のＧＥＣ上程基準を満たし

た議案を審議することを目的としており、原則として毎月２回開会するものとし、必要に応じて臨時に開催して

おります。
　
　　（ⅱ）コンプライアンス委員会

当社及びグループ子会社において、社内外のコンプライアンスに関する基本方針の策定及び情報収集、コンプ

ライアンス問題が発生した場合の対応、役職員行動規範の見直しを行うことを目的としております。社長をコン

プライアンス委員長とし、執行責任者としてコンプライアンス・オフィサーを任命し、委員長又はコンプライア

ンス・オフィサーの招集により随時開催しております。
　

　　（ⅲ）規範委員会・人事委員会

当社及びグループ子会社の長期的な人材育成の観点から人員の適材適所配置・経営上の組織及びキャリアプラ

ン、その他経営に関する重要な人事事項を協議決定することを目的としており、コミュニケーション本部長を議

長として随時開催しております。
　

　　（ⅳ）開示委員会

会社の開示される情報が当社株主をはじめとするステークホルダーとの建設的な対話を行う上での基盤とな

り、こうした情報が正確且つ利用者にとって分かり易く、情報として有用性の高いものとするため、株式会社東

京証券取引所の定める有価証券上場規程や会社法・金融商品取引法等に従い、適正性を基本とした情報開示事項

の審議を行うことを目的としており、最高財務責任者（ＣＦＯ）を委員長として随時開催しております。
　

　　（ⅴ）投融資委員会

当社及びグループ子会社における一定金額以上の投資及び借入、新規事業分野への参入など投融資に関する事

項の審議を目的に、最高財務責任者（ＣＦＯ）を委員長として随時開催しております。

 
2）内部統制システムの整備の状況

（ⅰ）効率的な職務遂行

当社及び主要グループ子会社は、経営の基本方針を示し、具体的な経営目標を定めるとともに、経営計画を策

定して効率的に目標の達成にあたっています。経営目標を最も効率的に達成するよう柔軟に組織編成を行い、適

材を配置するほか、組織の指揮命令系統を明確にし、目標達成に必要な範囲で各組織の長及び所属員に権限を付

与し、随時報告を求めています。子会社の業務執行について決裁ルールの整備を行うほか、経営の重要な事項に

関しては、社内規定に基づき、当社の事前承認または当社への報告を求めるとともに、当社の事業管理関連部門

等が子会社から事業計画等の報告を定期的に受け、業務の適正性を確認しております。
　

　　（ⅱ）コンプライアンス

コンプライアンス、すなわち、法令を遵守し、社会規範に沿った行動をとることを職務遂行における最優先事

項と位置付け、周知徹底を図っています。コンプライアンスを推進するために、コンプライアンス・オフィサー

を統括者とする社内横断的な体制を構築するとともに、各種法令に関する研修の実施など、当社及び主要グルー

プ子会社全体で共通の予防・是正措置を講じています。コンプライアンスに係る状況については、当社及び主要

グループ子会社における各組織から報告を受ける体制のほか、内部通報の制度も設けており、これらを通じ課題

の把握と情報共有を行い、取締役会へも定期的に報告を行っております。
　
　　（ⅲ）リスク管理

職務遂行に伴うリスクについては、コンプライアンスリスク、情報管理リスク、環境リスク、自然災害リスク

等、様々なリスクの類型を定めています。新たに発生したリスクについては、速やかに責任部局を定めて対応し

ます。当社及び主要グループ子会社における個別案件の取り組みにおいては、当社担当部局のリスク統括責任者

が、全社的な方針・手続に沿って、案件ごとにリスクとリターンを分析・把握の上、所定の決裁権限に従って意

思決定を行い、推進・管理しています。個別案件ごとのリスク管理を行うほか、定量的に把握可能なリスクにつ

いては、当社及び主要グループ子会社としての全体的なリスク状況を把握し、必要に応じて見直しの上、適切な

管理を行っています。また、リスクマネジメント委員会を定期的に開催し、グループ全体で情報共有に努めてお

ります。
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　　（ⅳ）財務報告

財務諸表の適正且つ適時な開示のために、会計責任者を置いて、法令及び会計基準に適合した財務諸表を作成

し、グループ戦略会議やＧＥＣ（グループ・エグゼクティブ・コミッティ）での討議・確認を経て開示しており

ます。財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度に従って、統括活動の推

進、モニタリングの実施などを行い、内部統制の有効性確保のための取り組みを連結ベースで進めております。
 

　　（ⅴ）情報の管理・保存

職務遂行に関する情報については、管理責任者が、内容の重要度に応じて個々に情報を分類して利用者に取り

扱いを指示し、情報セキュリティの確保及び効率的な事務処理を行うとともに、執行部門の連絡会議やグループ

全体にて報告するなど情報の共有化に努めています。管理責任者は、法定保存文書及び会社が定める内部管理上

の重要な情報については、所定の期間保存します。定めのない情報については、管理責任者が保存の要否及び期

間を定め保存しております。

　

　　（ⅵ）連結経営における業務の適正確保

当社及び主要グループ子会社ごとに管理担当部局を定め、毎年各社の業績や経営効率などを定量的に把握し、

さらに、コンプライアンスやリスクマネジメントなどの定性的な課題についても把握に努めています。子会社・

関連会社に対しては、役員派遣、合弁契約締結、議決権行使などを通じて、業務の適正確保を図るほか、各社が

持続的な成長を実現できるよう諸施策を講じ、連結ベースでの企業価値向上を目指しております。
 

　　（ⅶ）監査・モニタリング

取締役及び使用人は監査等委員会の監査に対する理解を深め、監査等委員会監査の環境を整備するよう努めて

おります。当社及び主要グループ子会社の代表取締役社長は、監査等委員と会議等を通じて定期的な意見交換を

行っております。また、各組織の職務遂行をより客観的に点検及び評価するために内部監査組織を設置し、定期

的に監査を行っております。
 

　　（ⅷ）監査等委員会

監査等委員は、当社及び主要グループ子会社の取締役会及び重要な経営会議に出席して意見を述べるほか、取

締役（監査等委員である取締役を除く）・使用人等と意思疎通を図って情報の収集・調査に努め、取締役（監査

等委員である取締役を除く）・使用人等はこれに協力しています。一定額の損失発生や重大な問題が発生するお

それがある場合は、当社及び当社グループの担当部局の責任者は所定の基準・手続に従い、監査等委員会に報告

しています。さらに、監査等委員会からその職務執行に関する事項の説明を求められた場合及びコンプライアン

ス違反事項を認識した場合、監査等委員会に報告を行います。その際、使用人の監査等委員会への情報提供を理

由とした不利益な処遇を行うことを禁じます。当社及び主要グループ子会社は、監査等委員会が必要と認めると

きは監査等委員会の監査を支える弁護士・公認会計士などの外部アドバイザーに相談することができ、その費用

は会社が負担するものとします。なお、監査等委員会の監査の実効性を高めるために、監査等委員会の職務遂行

を補助する組織を設置し、監査等委員会の指示による調査の権限を認めるほか、職務補助者の評価・異動などの

人事に際しては、監査等委員会が行うなど独立性の確保に留意しております。

　

　　（ⅸ）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び主要グループ子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を

持たず、さらに反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否しこれらと関わりのある企業、団体、個人とはいか

なる取引も行わないとする方針を堅持します。当社は、従来より社内窓口部署を設置し、情報の一元管理、警察

などの外部機関や関連団体との信頼関係の構築及び連携に努めてきており、引き続き、反社会的勢力排除のため

の社内体制の整備強化を推進しております。

 
3）当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、「グループ管理規程」を制定し、営業成績・財務状況その他の重要な情報について定期的に報告を受

け、必要に応じ当社から当該子会社に対し助言・経営状況のモニタリングを行うことにより、経営管理を行って

おります。
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② 監査等委員会監査及び内部監査

　1）監査等委員会監査

監査等委員会監査は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）で構成されており、監査等委員で

ある各取締役は、独立性を確保した立場から監査を行います。また、会計監査人との情報交換を積極的に行い、

緊密な連携を図り、さらにグループ監査部の行う業務監査に対する指導・助言等を行うことで、内部牽制が十分

機能するように努めております。

　2）内部監査

当社は、平成19年４月１日の組織変更により、内部統制機能強化のためにＣＳＲ・監査室（現・グループ監査

部）を設置致しました。部長を中心に７名で構成され、業務が法令、定款、諸規程に基づき、適法・適正且つ効

率的に行われているかを検証しております。

また、監査等委員会や会計監査人との情報交換を積極的に行い、緊密な連携を図ることで内部牽制が十分機能

するように努めております。

　　　　　

③  会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は岡本健一郎氏、栁川洋満氏であり、有限責任監査法人トーマツに

所属しております。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他13名であります。

　

④ 社外取締役

当社の社外取締役は４名で、うち３名は監査等委員であります。いずれの社外取締役とも当社との間には特別

な利害関係はありません。

社外取締役村田哲也氏は、三菱商事株式会社において食品流通関連の業務に従事し幅広い知見を有していると

ともに、株式会社ライフコーポレーションにおいて執行役員を歴任するなど、企業経営に関する豊富な経験を活

かすことにより、当社の経営力の強化につながるものと認識しております。監査等委員である社外取締役鈴木康

夫氏は、三菱商事株式会社において海外事業子会社経営並びに内部統制・内部監査に長年携わっており、事業経

営・財務経理・内部統制・内部監査に幅広い見識を有しております。監査等委員である社外取締役大島仁志氏

は、キリンビールホールディングス株式会社常勤監査役や公益財団法人民際センター理事を歴任するなど、食品

事業分野の専門的な知識及び経済に関する幅広い見識を有しております。監査等委員である社外取締役砂川佳子

氏は、公認会計士・税理士として培われた会計監査、財務・内部統制に関する専門的知識・経験等を有している

ことから、当社の取締役会の向上及び監督機能の強化につながるものと認識しております。

なお、社外取締役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、選任にあたっては、

東京証券取引所の定める独立役員に関する基準等を参考に選任しております。当社は、監査等委員である社外取

締役鈴木康夫氏、大島仁志氏及び砂川佳子氏を独立役員に指定しております。

また、内部監査及び会計監査人と連携することで内部牽制が十分機能するように努めております。
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⑤  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役（監査等委員を除く）
(社外取締役を除く)

138 107 － 31 ４

取締役（監査等委員を除く）
(社外取締役)

2 2 － － ２

取締役（監査等委員）
(社外取締役)

26 26 － － ３

監査役（社外監査役） 7 7 － － ３
 

（注）１ 当社は、平成28年６月17日開催の第47期定時株主総会の決議に基づき、監査役会設置会社から監査等委員会

　　　　 設置会社に移行しております。

     ２ 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月17日開催の第47期定時株主総会決議にて年額

200百万円以内と決議をいただいております。

     ３ 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月17日開催の第47期定時株主総会決議にて年額50百万円

以内と決議をいただいております。

     ４ 第47期定時株主総会において監査役を退任後、取締役（監査等委員）に就任した１名は、監査役期間は監査

役（社外監査役）に、取締役（監査等委員）期間は取締役（社外監査等委員）に含めて記載しております。

     ５ 第47期定時株主総会において取締役（社外取締役）退任後、取締役（監査等委員）に就任した１名は、取締

役期間は取締役（社外取締役）に、取締役（監査等委員）期間は取締役（社外監査等委員）に含めて記載し

ております。

     ６ 当事業年度末日現在における在籍人員は８名でありますが、上記報酬額には平成28年６月17日付をもって辞

任した２名を含めております。

 

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

          該当事項はありません。

 

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めており、定時株主総会において決定された報酬総額の限

度額内で、本人の能力・経歴等を第一義とし、世間水準及び従業員給与との均衡を考慮して取締役会で決定す

る旨、役員の報酬・賞与に関する規程に定めております。

また、平成29年２月９日開催の取締役会において、業績連動型株式報酬制度を導入することを決議し、平成

29年６月27日開催の第48期定時株主総会において、本制度の導入に関する議案が承認されました。

社外取締役・監査等委員を除く取締役及び執行役員の報酬については、基本報酬、業績連動型の賞与及び長

期インセンティブ報酬としての業績連動型株式報酬から構成され、業務執行から独立した立場である社外取締

役及び監査等委員の報酬は、基本報酬のみで構成されております。なお、退職慰労金の制度につきましては既

に廃止しております。

 

１）基本報酬　

　　取締役及び執行役員としての役割と役位に応じて金額を決定して支給します。

２）業績連動型の賞与　

　　毎期の業績向上に向けて、親会社株主に帰属する当期純利益のうち一部について、取締役及び執行役員

　としての役割と役位に応じて案分したのち支給します。

３）業績連動型株式報酬　

　　中長期的成長を動機付けるため、業績連動型の賞与の一定部分を金銭ではなく当社株式に置き換えて支

　給します。株式報酬の割合は業績連動型賞与のうち25％としております。当社株式は退任後に交付される

　ことで、中長期的視点に立った経営を促すことを図ります。
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⑥  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                     　 ４銘柄

貸借対照表計上額の合計額 　282百万円

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的　

　（前事業年度）

　　　特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱Misumi 38,500 73 取引関係の維持・発展のため

㈱アクシーズ 90,000 223 取引関係の維持・発展のため

計 128,500 296  
 

 

　（当事業年度）

　　　特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱Misumi 38,500 68 取引関係の維持・発展のため

㈱アクシーズ 90,000 212 取引関係の維持・発展のため

計 128,500 280  
 

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　　該当事項はありません。

 

⑦ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、非業務執行取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償

責任について、職務を行うにつき重大な過失がないときは、金500万円以上であらかじめ定めた額と法令の定め

る最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする契約を締結できる旨を定款に定めております。

 

⑧ 取締役及び非業務執行取締役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議によって、

取締役及び非業務執行取締役の、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨

を定款に定めております。

 

⑨ 自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項に基づき、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑩ 中間配当

当社は、機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、会社法第454条第５項の定める剰余

金の配当(中間配当)をすることができる旨を定款に定めております。
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⑪ 取締役の選任の決議要件及び取締役の定数

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。また、当社は取

締役の定数を定款には定めておりません。

 

⑫ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 38 10 40 2

連結子会社 － 19 － －

計 38 30 40 2
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社は、内定者研修等の研修費用としてトーマツイノベーション株式会社に対し２百万円それぞれ支払ってお

ります。

　　

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社及び連結子会社は、非監査業務として、業績管理におけるデータ集計・分析に係る助言・指導業務、個人

番号管理態勢構築に関する助言業務等を委託しております。

 

　　　当連結会計年度

当社は、非監査業務として、監査等委員会に関するアドバイザリーサービスに係る助言・指導業務を委託して

おります。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の規模・特性・監査日数等を勘案し、監査等委員会の同意を得た上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)及び事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツの監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができるよう、

公益財団法人財務会計基準機構への加入、各種研修への参加等、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取

組みを行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,339 14,571

  売掛金 3,960 4,076

  商品 575 365

  原材料及び貯蔵品 122 85

  前払費用 395 452

  短期貸付金 5 3

  繰延税金資産 367 476

  その他 728 760

  貸倒引当金 △105 △69

  流動資産合計 21,390 20,721

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 12,206 13,752

    減価償却累計額 △10,250 △10,087

    建物及び構築物（純額） 1,955 3,665

   機械装置及び運搬具 1,608 1,780

    減価償却累計額 △1,367 △1,362

    機械装置及び運搬具（純額） 241 418

   工具、器具及び備品 3,300 3,366

    減価償却累計額 △2,736 △2,719

    工具、器具及び備品（純額） 564 647

   土地 2,242 2,242

   リース資産 2,576 2,579

    減価償却累計額 △690 △1,056

    リース資産（純額） 1,886 1,522

   建設仮勘定 288 11

   有形固定資産合計 7,178 8,506

  無形固定資産   

   のれん 5 4

   ソフトウエア 2,662 2,178

   ソフトウエア仮勘定 159 23

   その他 1 0

   無形固定資産合計 2,828 2,206

  投資その他の資産   

   投資有価証券 298 1,098

   長期貸付金 5 3

   破産更生債権等 51 49

   長期前払費用 331 321

   差入保証金 5,034 5,243

   繰延税金資産 1,611 1,403

   その他 1,120 37

   貸倒引当金 △560 △107

   投資その他の資産合計 7,894 8,049

  固定資産合計 17,902 18,762

 資産合計 39,292 39,484
 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

41/94



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 6,232 5,824

  短期借入金 - 80

  未払金 4,162 4,184

  リース債務 531 538

  未払法人税等 486 436

  未払消費税等 307 446

  未払費用 354 312

  賞与引当金 486 562

  役員賞与引当金 12 31

  資産除去債務 92 146

  その他 404 469

  流動負債合計 13,070 13,033

 固定負債   

  リース債務 1,533 1,142

  退職給付に係る負債 2,415 2,415

  資産除去債務 809 1,105

  ポイント引当金 33 25

  長期未払金 57 12

  その他 467 570

  固定負債合計 5,317 5,272

 負債合計 18,387 18,305

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,297 7,297

  資本剰余金 10,430 10,430

  利益剰余金 3,837 4,082

  自己株式 △739 △739

  株主資本合計 20,825 21,070

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 127 116

  為替換算調整勘定 - △0

  退職給付に係る調整累計額 △48 △7

  その他の包括利益累計額合計 79 108

 純資産合計 20,904 21,178

負債純資産合計 39,292 39,484
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高   

 売上高 80,254 79,962

 その他の営業収入 7,925 8,069

 売上高合計 88,180 88,032

売上原価   

 売上原価 43,418 42,717

 その他の原価 5,397 5,427

 売上原価合計 48,816 48,144

売上総利益 39,364 39,887

販売費及び一般管理費 ※１・２  37,352 ※１・２  37,328

営業利益 2,011 2,558

営業外収益   

 受取利息 2 0

 受取配当金 3 4

 受取賃貸料 148 161

 その他 16 17

 営業外収益合計 170 184

営業外費用   

 支払利息 43 37

 賃貸費用 161 169

 店舗改装等固定資産除却損 17 23

 リース解約損 42 8

 持分法による投資損失 - 16

 その他 49 62

 営業外費用合計 315 317

経常利益 1,866 2,425

特別利益   

 店舗譲渡益 218 64

 固定資産売却益 ※３  207 ※３  2

 特別利益合計 425 67

特別損失   

 固定資産除却損 ※４  55 ※４  34

 固定資産売却損 - ※５  2

 店舗閉鎖損失 69 -

 減損損失 ※６  243 ※６  125

 貸倒引当金繰入額 448 -

 特別損失合計 816 163

税金等調整前当期純利益 1,475 2,330

法人税、住民税及び事業税 824 878

法人税等調整額 △80 85

法人税等合計 744 964

当期純利益 730 1,365

親会社株主に帰属する当期純利益 730 1,365
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 730 1,365

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 71 △10

 為替換算調整勘定 - △0

 退職給付に係る調整額 10 40

 その他の包括利益合計 ※１  81 ※１  28

包括利益 812 1,394

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 812 1,394

 非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 7,297 10,430 4,228 △733 21,222 55 - △58 △2 21,219

当期変動額           

剰余金の配当   △1,121  △1,121     △1,121

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  730  730     730

自己株式の取得    △6 △6     △6

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     71 - 10 81 81

当期変動額合計 - - △390 △6 △397 71 - 10 81 △315

当期末残高 7,297 10,430 3,837 △739 20,825 127 - △48 79 20,904
 

 

 当連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 7,297 10,430 3,837 △739 20,825 127 - △48 79 20,904

当期変動額           

剰余金の配当   △1,121  △1,121     △1,121

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,365  1,365     1,365

自己株式の取得    △0 △0     △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     △10 △0 40 28 28

当期変動額合計 - - 244 △0 244 △10 △0 40 28 273

当期末残高 7,297 10,430 4,082 △739 21,070 116 △0 △7 108 21,178
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,475 2,330

 減価償却費 2,649 2,747

 減損損失 243 125

 固定資産除却損 72 58

 固定資産売却損益（△は益） △207 △0

 リース解約損 42 8

 店舗譲渡損益（△は益） △218 △64

 持分法による投資損益（△は益） - 16

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 404 △487

 賞与引当金の増減額（△は減少） 109 75

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 12 19

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 123 58

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △6 △8

 受取利息及び受取配当金 △5 △5

 支払利息 43 37

 売上債権の増減額（△は増加） △357 △76

 たな卸資産の増減額（△は増加） △300 298

 仕入債務の増減額（△は減少） 254 △408

 未払金の増減額（△は減少） 136 △143

 未払費用の増減額（△は減少） 94 51

 前受収益の増減額（△は減少） 247 35

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,134 223

 その他 △1,426 543

 小計 2,252 5,434

 利息及び配当金の受取額 6 5

 利息の支払額 △43 △37

 法人税等の支払額 △695 △978

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,519 4,424

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 1,000 -

 有形固定資産の取得による支出 △1,163 △2,113

 有形固定資産の売却による収入 404 10

 無形固定資産の取得による支出 △894 △528

 投資有価証券の取得による支出 - △831

 貸付けによる支出 △6 △5

 貸付金の回収による収入 8 10

 敷金及び保証金の差入による支出 △127 △405

 敷金及び保証金の回収による収入 242 190

 店舗譲渡による収入 316 93

 その他 △78 △100

 投資活動によるキャッシュ・フロー △298 △3,679
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - 80

 自己株式の取得による支出 △6 △0

 リース債務の返済による支出 △556 △540

 配当金の支払額 △1,123 △1,116

 その他 - 64

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,686 △1,512

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △465 △767

現金及び現金同等物の期首残高 15,804 15,339

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  15,339 ※１  14,571
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……7社

連結子会社の名称

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社

日本ピザハット株式会社

ナチュラル・ダイニング株式会社

株式会社ケイ・アド

ケイ・フーズ株式会社

フェニックス・フーズ株式会社

Fast Restaurant International Pte. Ltd.

当連結会計年度において、Fast Restaurant International Pte. Ltd.を新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。
 

２　持分法の適用に関する事項

(1)　持分法を適用した関連会社数

　1社

　会社等の名称

　　Bamboo Holding Pte. Ltd.

なお、Bamboo Holding Pte. Ltd.については、新たに株式を取得したことから、当連結会計年度より持分法適

用の範囲に含めております。

(2)　持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法を適用している会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。

 
３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちFast Restaurant International Pte. Ltd.の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

 
４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

時価のあるものについては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては、移動平均法による原価法を

採用しております。

②　たな卸資産

商品・原材料及び貯蔵品

　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　７～29年

機械装置及び運搬具　　　８年

工具、器具及び備品　　　４～10年

 

②　無形固定資産（リース資産を除く）
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定額法を採用しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ま　す。

③　長期前払費用

定額法を採用しております。

④　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 （3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④　ポイント引当金

販売促進を目的とするポイントシステム制度に基づき、顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結

会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、その発生時の翌連結会計年度に一括費用処理しております。また、過去勤務費用は発生

年度に一括費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　　　のれんの償却については、５年間で均等償却しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許資金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であります。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日」を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物付属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ120百万円増加しており

ます。

 
(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。　

 

 

　　

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度（平成28年３月31日）及び当連結会計年度（平成29年３月31日）

　　該当事項はありません。

 
(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

減価償却費 2,226百万円 2,288百万円

のれんの償却額 0百万円 1百万円

長期前払費用償却 99百万円 98百万円

貸倒引当金繰入額 △43百万円 △7百万円

賞与引当金繰入額 486百万円 562百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円 31百万円

退職給付費用 415百万円 403百万円

ポイント引当金繰入額 △6百万円 △8百万円

諸給与金 14,767百万円 14,799百万円

地代・家賃 4,130百万円 4,274百万円

広告宣伝費 4,254百万円 3,681百万円
 

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 39百万円 37百万円
 

 

※３　固定資産売却益

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

土地 177百万円 －百万円

建物付属設備 28百万円 －百万円

その他 2百万円 2百万円

計 207百万円 2百万円
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※４　固定資産除却損

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

本部管理システム 9百万円 22百万円

店舗設備等 46百万円 11百万円

計 55百万円 34百万円
 

 

※５　固定資産売却損

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

店舗設備等 －百万円 2百万円
 

 

※６　減損損失

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

     前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

場所 用途 種類 金額

埼玉県 直営店舗 土地 20百万円

東京都他 直営店舗 建物附属設備 184百万円

東京都他 直営店舗 器具備品 4百万円

東京都他 直営店舗 長期前払費用 33百万円

  合計 243百万円
 

資産のグルーピングは、直営店舗については継続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎を、貸与資産

については各資産をグルーピングの最小単位としております。

営業損益が継続してマイナスの直営店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額243百万

円を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却可能価額と使用価値のいずれか高い方を採用しております。正味売却可能価

額は不動産鑑定士による不動産鑑定評価等を基準に算定しております。使用価値の算定にあたっての割引率は、

2.00％を採用しております。

 
     当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

場所 用途 種類 金額

東京都他 直営店舗 建物附属設備 115百万円

東京都他 直営店舗 長期前払費用 10百万円

  合計 125百万円
 

資産のグルーピングは、直営店舗については継続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎を、貸与資産

については各資産をグルーピングの最小単位としております。

営業損益が継続してマイナスの直営店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額125百万

円を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却可能価額と使用価値のいずれか高い方を採用しております。使用価値の算定

にあたっての割引率は、1.95％を採用しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　　　　　　（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

  当期発生額 102 △15

  組替調整額 ─ ─

    税効果調整前 102 △15

    税効果額 △30 △4

    その他有価証券評価差額金 71 △10

為替換算調整勘定   

 当期発生額 ─ △0

退職給付に係る調整額   

  当期発生額 16 58

　組替調整額 ─ ─

　　税効果調整前 16 58

    税効果額 △6 △18

　　退職給付に係る調整額 10 40

その他の包括利益合計 81 28
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,783,000 ─ ─ 22,783,000
 

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 356,014 2,885 ― 358,899
 

　
（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　  2,885株

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 560 25.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 560 25.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 560 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,783,000 ─ ─ 22,783,000
 

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 358,899 20 ─ 358,919
 

　
（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　     20株

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 560 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 560 25.00 平成28年９月30日 平成28年12月６日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 560 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金 15,339百万円 14,571百万円

現金及び現金同等物 15,339百万円 14,571百万円
 

 

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

１年内 20 9

１年超 12 2

合計 32 11
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(金融商品関係)

　　１　金融商品の状況に関する事項

　　（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入による資金調達

を行っております。また、デリバティブ取引を行っておりません。

 

　　（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　 営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されており、当該リスクについては債権管理要領に沿って

　　　　 取引先毎の期日管理及び残高管理を行うことでリスク低減を図っております。

　　　　 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

　　　　 業の株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

　　　　 差入保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されておりますが、定期的に財務状況等のモニタリングを

　　　 実施しております。

　　　　 営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。ファイナンス・リース取引に係る

　　　　 リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は連結決算日後最長５年

　　　 後であります。
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　　２　金融商品の時価等に関する事項

　　　　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

　前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 15,339 15,339 ―

（2）売掛金 3,960   

　　　 貸倒引当金 △104   

 3,855 3,855 ―

（3）投資有価証券    

　　 　その他有価証券 296 296 ―

（4）差入保証金 5,034   

　　　 貸倒引当金 △105   

 4,929 4,080 △849

資産計 24,420 23,571 △849

（5）買掛金 （6,232） （6,232） ―

（6）短期借入金 － －  

（7）未払金 （4,162） （4,162） ―

（8）リース債務 （2,065） （2,097） 32

負債計 （12,459） （12,492） 32
 

　（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

　当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 14,571 14,571 ―

（2）売掛金 4,076   

　　　 貸倒引当金 △69   

 4,006 4,006 ―

（3）投資有価証券    

　　 　その他有価証券 280 280 ―

（4）差入保証金 5,243   

　　　 貸倒引当金 △58   

 5,185 4,291 △893

資産計 24,043 23,150 △893

（5）買掛金 （5,824） （5,824） ―

（6）短期借入金 （80） （80） ―

（7）未払金 （4,184） （4,184） ―

（8）リース債務 （1,680） （1,702） 21

負債計 （11,769） （11,791） 21
 

　（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　資　産

　（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　 なお、売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

　（3）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。保有目的ごとの有価証券に関する事項につ

きましては、「有価証券関係」注記に記載しております。

　（4）差入保証金

　時価については、合理的に見積りした差入保証金の返還予定時期に基づき、リスクフリーレートで割り引いた

現在価値によっております。なお、差入保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　　

　　負　債

　（5）買掛金（6）短期借入金　(7)未払金

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　（8）リース債務

　　　 これらの時価については、元利金の合計額を、新規のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

　　　 現在価値により算定しております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  （単位：百万円）

区分 平成28年３月31日 平成29年３月31日

非上場株式 2 817
 

　（注）上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価

　　　　証券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内

    現金及び預金 15,339 ─

　　売掛金 3,960 ─

合計 19,299 ─
 

　（注）差入保証金につきましては、償還期日が確定しないため記載しておりません。

 

　当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内

    現金及び預金 14,571 ─

　　売掛金 4,076 ─

合計 18,647 ─
 

　（注）差入保証金につきましては、償還期日が確定しないため記載しておりません。

 

（注４）短期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 531 507 507 476 40
 

 

　当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

区分
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

短期借入金 80 ─ ─ ─ ─

リース債務 538 523 492 63 62
 

 

(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

２　その他有価証券

区分

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

連結
貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結
貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

      

　　株式 296 112 184 280 112 168

合計 296 112 184 280 112 168
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(デリバティブ取引関係)

  当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

　前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。なお、当社は、この他に複数事業主制度による企業年金(外食産業ジェフ厚生年金基金)に加盟してお

りますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と

同様に会計処理しております。

また、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

　

２　確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 2,308百万円
勤務費用 171百万円
利息費用 9百万円
数理計算上の差異の発生額 69百万円
退職給付の支払額 △135百万円
その他 △8百万円

退職給付債務の期末残高 2,415百万円
 

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 2,415 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,415 百万円

   
退職給付に係る負債 2,415 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,415 百万円
 

 
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 171 百万円

利息費用 9 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 86 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 267 百万円
 

　

(4) 退職給付に係る調整額

　 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 16 百万円

合計 16 百万円
 

 

(5) 退職給付に係る調整累計額

　 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 69 百万円

合計 69 百万円
 

 

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.4%
 

　退職給付債務の計算につきましては、予想昇給率は使用しておりません。
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３　複数事業主制度

　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、147百万円であります。

 
(1) 制度全体の積立状況に関する事項

 平成27年３月31日現在

年金資産の額(百万円) 194,263

年金財務計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
(百万円)

197,547

差引額(百万円) △3,283
 

　

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

平成27年３月31日現在 　　 2.54％

　

(3) 補足説明

　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高113百万円及び不足金2,998百万円であ

ります。

　　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間０年８ヶ月の元利均等償却であり、当社グループは、連結財務

　諸表上、特別掛金として14百万円費用処理しております。

　　なお、上記（2）の割合は当社グループの実際の負担割合であります。
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　当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。なお、当社は、この他に複数事業主制度による企業年金(外食産業ジェフ厚生年金基金)に加盟してお

りますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と

同様に会計処理しております。

また、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

　

２　確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 2,415百万円
勤務費用 186百万円
利息費用 -百万円
数理計算上の差異の発生額 11百万円
退職給付の支払額 △169百万円
その他 △27百万円

退職給付債務の期末残高 2,415百万円
 

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 2,415 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,415 百万円

   
退職給付に係る負債 2,415 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,415 百万円
 

 
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 186 百万円

利息費用 - 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 69 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 255 百万円
 

　

(4) 退職給付に係る調整額

　 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 58 百万円

合計 58 百万円
 

 

(5) 退職給付に係る調整累計額

　 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 11 百万円

合計 11 百万円
 

 

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.0%
 

　退職給付債務の計算につきましては、予想昇給率は使用しておりません。

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

60/94



 

３　複数事業主制度

　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、148百万円であります。

 
(1) 制度全体の積立状況に関する事項

 平成28年３月31日現在

年金資産の額(百万円) 186,826

年金財務計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
(百万円)

199,253

差引額(百万円) △12,426
 

　

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

平成28年３月31日現在 　　    2.45％

　

(3) 補足説明

　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高2,136百万円及び不足金10,135百万円であ

ります。

　　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年０ヶ月の元利均等償却であり、当社グループは、連結財務

　諸表上、特別掛金として14百万円費用処理しております。

　　なお、上記（2）の割合は当社グループの実際の負担割合であります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

(繰延税金資産)   

　 退職給付に係る負債 748百万円 748百万円

  前受収益 108百万円 124百万円

  貸倒引当金 230百万円 57百万円

  減価償却超過額 395百万円 332百万円

　 長期未払金 14百万円 －百万円

  ゴルフ会員権評価損 15百万円 15百万円

  少額償却資産 45百万円 41百万円

  減損損失 254百万円 254百万円

  未払社会保険料 23百万円 27百万円

  未払事業税 31百万円 28百万円

  賞与引当金 167百万円 190百万円

  資産除去債務 312百万円 413百万円

  その他 433百万円 485百万円

  小計 2,781百万円 2,719百万円

  評価性引当額 △685百万円 △645百万円

繰延税金資産合計 2,096百万円 2,074百万円

(繰延税金負債）   

資産除去債務に対応する除去費用 △60百万円 △142百万円

その他有価証券評価差額金 △57百万円 △52百万円

繰延税金負債合計 △117百万円 △194百万円

差引：繰延税金資産純額 1,979百万円 1,879百万円
 

(注)  前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

    流動資産－繰延税金資産 367百万円 476百万円

    固定資産－繰延税金資産 1,611百万円 1,403百万円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.0％ 33.0％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％ 6.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0％ △10.4％

みなし配当等の税務差額 － 10.3％

住民税均等割等 11.9％ 7.6％

適用税率と実効税率との差異 △1.8％ 0.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.6％ 1.5％

評価性引当額の増減 2.2％ △1.8％

その他 0.4％ △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.9％ 46.6％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部

を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付

税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、当連結会計

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度のものから変更されており

ます。

　なお、当該法定実行税率の変更による、前連結会計年度及び当連結会計年度の損益に与える影響は軽微でありま

す。

 
(資産除去債務関係)

　　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　　(1) 当該資産除去債務の概要

営業に使用している店舗、本部サポートセンター他のオフィスビル等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等

であります。

 

　　(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の期間及び店舗形態に応じ20～31年と見積り、割引率は0.390％～2.210％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

 

　　(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

期首残高 863百万円 902百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 25百万円 310百万円

時の経過による調整額 12百万円 11百万円

資産除去債務の履行による減少額 △76百万円 △42百万円

見積りの変更による増加額 77百万円 69百万円

期末残高 902百万円 1,252百万円
 

 

(4) 資産除去債務の見積りの変更

前連結会計年度及び当連結会計年度において、不動産賃貸契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去

債務について、本社の移転に伴い、本社の移転時に必要とされる原状回復費用等に関して見積もりの変更を行い、

前連結会計年度に77百万円、当連結会計年度に69百万円を資産除去債務に加算しております。

なお、当該見積りの変更による、前連結会計年度及び当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

 

(賃貸等不動産関係)

　　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

(1)　報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本部に商品別の事業グループを置き、各事業グループは取り扱う商品について戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

　従って、当社は事業グループを基礎とした商品別セグメントから構成されており、「ＫＦＣ事業」「ピザハット

事業」及び「その他事業」の３つを報告セグメントとしております。

 
(2)　各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「ＫＦＣ事業」は、チキン・サンド等の販売、食材及びカップ・パッケージ等の包装資材の販売を行っておりま

す。「ピザハット事業」は、ピザ等の販売、食材及びカップ・パッケージ等の包装資材の販売を行っております。

「その他事業」は、チキン、ピザ等の製品に係る広告宣伝事業等及びビュッフェ・スタイルのイタリアンレストラ

ン「ピザハット・ナチュラル」を展開しております。

 
２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

                                                                                   (単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１
合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 67,878 15,160 5,141 88,180 ― 88,180

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

531 265 7,252 8,049 △8,049 ―

計 68,410 15,425 12,393 96,229 △8,049 88,180

セグメント利益又は損失（△） 2,020 △351 239 1,908 102 2,011

セグメント資産 24,058 3,283 11,950 39,292 ― 39,292

その他の項目       

  減価償却費 1,333 167 824 2,325 ― 2,325

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

3,565 402 222 4,191 ― 4,191
 

（注）１　セグメント利益又は損失額の調整額は、主にセグメント間取引相殺消去額であります。

　　　２　セグメント利益及び損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　　３　有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、主に新店・改装、リース資産、ソフトウエアに係る設備投資

　　　　　　額であります。

 

　当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

                                                                                   (単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１
合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 68,634 14,722 4,675 88,032 ― 88,032

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

617 200 6,978 7,796 △7,796 ―

計 69,251 14,922 11,654 95,828 △7,796 88,032

セグメント利益 1,539 153 913 2,607 △49 2,558

セグメント資産 20,415 2,971 16,096 39,484 ― 39,484

その他の項目       

  減価償却費 1,837 210 699 2,747 ― 2,747

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

2,210 468 1,001 3,680 ― 3,680
 

（注）１　セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引相殺消去額であります。

　　　２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　　３　有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、主に新店・改装、リース資産、ソフトウエアに係る設備投資

　　　　　　額であります。
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【関連情報】

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３  主要な顧客ごとの情報

　　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

      該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

減損損失 81 54 107 243 ― 243
 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

減損損失 84 41 ― 125 ― 125
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

当期償却額 0 ― ― 0 ― 0

当期末残高 5 ― ― 5 ― 5
 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計

ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業 計

当期償却額 1 ― ― 1 ― 1

当期末残高 4 ― ― 4 ― 4
 

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

 　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容  

取引金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

その他の
関係会社

三菱商事㈱
東京都
千代田区

204,447
総合
商社

直接35.13
原材料等の
仕入
役員の転籍

営業
取引

原材料等
の仕入

3,130 買掛金 899

 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容  

取引金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

その他の
関係会社

三菱商事㈱
東京都
千代田区

204,447
総合
商社

直接35.13
原材料等の
仕入
役員の転籍

営業
取引

原材料等
の仕入

2,981 買掛金 724

 

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　三菱商事㈱からの原材料等の仕入につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉の

上、決定しております。

２　上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

 

　（2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容  

取引金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

その他関係会社の

子会社

フード
リンク㈱

東京都
港区

446
チキン等
の販売

―
原材料等
の仕入

営業
取引

原材料等
の仕入

11,139 買掛金 1,674

 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容  

取引金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

その他関係会社の

子会社

フード
リンク㈱

東京都
港区

446
チキン等
の販売

―
原材料等
の仕入

営業
取引

原材料等
の仕入

10,687 買掛金 1,618

 

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方針等

   フードリンク㈱からの原材料等の仕入につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉

の上、決定しております。

２　上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 932.24円 944.43円

１株当たり当期純利益金額 32.59円 60.90円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額(百万円) 730 1,365

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額
(百万円)

730 1,365

 普通株式の期中平均株式数(株) 22,424,935 22,424,096
 

 

　　 ３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度末
(平成28年３月31日)

当連結会計年度末
(平成29年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 20,904 21,178

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 20,904 21,178

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

22,424,101 22,424,081
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（重要な後発事象）

１．子会社株式の譲渡ならびにこれに伴う希望退職者の募集

当社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、当社連結子会社である日本ピザハット株式会社（以下、PH

社）ならびにフェニックス・フーズ株式会社（以下、PF社）の株式の全部を、エンデバー・ユナイテッド株式会社

（以下、エンデバー社）が運営するエンデバー・ユナイテッド投資事業有限責任組合が出資する特別目的会社であ

るエンデバー・ユナイテッド・パートナーズ・シックス株式会社に譲渡すること（以下、本件株式譲渡）を決議

し、平成29年６月12日に譲渡を完了いたしました。

これに伴い、ピザハット事業に従事していた従業員を中心に、PH社ならびにPF社への転籍を前提とした希望退職

者の募集を行った結果、平成29年６月10日付で250名の退職が決定いたしました。希望退職者250名に対する特別退

職金等は351百万円であります。

 
(1)　株式譲渡の理由

当社は、「おいしさ、しあわせ創造企業」を企業理念に掲げ、ケンタッキーフライドチキンとピザハットを中心

に経営資源を配分し、“本当のおいしさでお客さまを幸せにし、そして、ビジネスにかかわるすべての人が幸せに

なる”ことを目指して、企業活動を行ってまいりました。

ピザハット事業においては、店舗収益モデルの最適化、事業規模と本社経費バランスの見直し、売上予測精度向

上による最適な店舗開発を基本戦略として事業を展開してまいりましたが、ピザ市場における競争は一層激化して

おり、今まで以上に環境変化への迅速な対応と競争力の強化に向けた取組みが求められております。　

斯様な状況下、当社は、PH社及びPF社の今後の事業展開につき検討を重ね、ピザハット事業のフランチャイザー

であるピザハット・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド(ヤム・ブランズ・インクのライセンス契

約管理会社）とも協議を行ってまいりました。その結果、ピザハット事業の運営をエンデバー社へ委ねることがPH

社及びPF社の企業価値向上を図る上で、また全てのステークホルダーの皆様に対しても、最良な選択であるとの判

断に到りました。　

エンデバー社は、豊富な投資実績とともに投資先の役職員との協調体制によるハンズオン型の企業価値向上を多

数実現してこられました。ピザハット事業においても、エンデバー社が事業投資における専門性を活かし、より一

層スピーディーで効率的な運営体制を構築し、ピザハットブランドのポテンシャルを最大限発揮できるものと確信

しております。　

当社においては、本件株式譲渡による新たな事業ポートフォリオ戦略のもと、中期経営計画『Building The

Future 2017』で示した方向性に基づき、国内基盤の強化、海外成長市場の取り込み等の成長戦略を進め、中長期

的な企業価値の向上を実現してまいります。

　

(2)　譲渡する相手先の名称

　　エンデバー・ユナイテッド・パートナーズ・シックス株式会社

　

(3)　譲渡の時期

　　平成29年６月12日

　

(4)　当該子会社の名称、事業内容及び当社との取引関係

　　名称　　　　　　　　日本ピザハット株式会社、フェニックス・フーズ株式会社　　　　　

　　事業内容　　　　　　ピザ、ドリンク等の生産、販売

　　当社との取引関係　　資金の貸付、経営指導

　

(5)　譲渡株式数、譲渡価額、譲渡損益及び譲渡後の持分比率

　　譲渡株式数　　　　　PH社　2,500株　PF社　20株

　　譲渡損益　　　　　　譲渡損益につきましては、現在精査中であります。

　　譲渡後の持分比率　　－％

　　※譲渡価額については、譲渡先の契約上の秘密保持義務により、開示を控えさせていただきます。
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2.　取締役に対する業績連動型報酬制度の導入

当社は、平成29年２月９日開催の取締役会において、当社取締役(社外取締役および監査等委員を除く。）ならび

に当社及び当社グループの執行役員（以下、取締役と併せて「取締役等」という。）を対象として、業績連動型株

式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議するとともに、本制度に関する議案を平成29年６月

27日開催の第48期定時株主総会（以下「本株主総会」という。）において決議いたしました。また、グループ会社

の取締役等に対する本制度の導入につきましても、平成29年６月下旬開催のグループ会社の定時株主総会にて承認

されております。

 
(1)　導入の目的

本制度の導入は、取締役等の報酬と、当社グループの業績および株主価値との連動性をより明確化し、当社グ

ループの中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的としております。

 
(2)　本制度の概要

本制度としては、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）と称される仕

組みを採用します。ＢＩＰ信託とは、米国のパフォーマンス・シェア（Performance Share）制度および譲渡制限付

株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランであり、業績目標の達成度

に応じて取締役等に当社株式が交付される株式報酬型の役員報酬であります。

 
(3)　信託契約の内容

① 信託の種類 特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

② 信託の目的 対象取締役等に対するインセンティブの付与

③ 委託者 当社

④ 受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（予定）

（共同受託者 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

⑤ 受益者 対象取締役等を退任した者のうち受益者要件を満たす者

⑥ 信託管理人 当社と利害関係のない第三者（公認会計士）

⑦ 信託契約日 平成29 年８月10 日（予定）

⑧ 信託の期間 平成29 年８月10 日（予定）～平成33 年９月末日（予定）

⑨ 制度開始日 平成29 年９月１日（予定）

⑩ 議決権行使 行使しない

⑪ 取得株式の種類 当社普通株式

⑫ 信託金の金額 167 百万円（予定）（信託報酬・信託費用を含む。）

⑬ 株式の取得時期 平成29 年８月15 日（予定）～平成29 年11 月30 日（予定）

（なお、決算期（中間決算期、四半期決算期を含む。）末日以前の５営業日から決算期末日までを除く。）

⑭ 株式の取得方法 株式市場より取得または当社からの自己株式処分による取得

⑮ 帰属権利者 当社

⑯ 残余財産 帰属権利者である当社が受領できる残余財産は、信託金から株式取得資金を控除した信託費用準

備金の範囲内とします。

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

70/94



⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 80 1.475 ―

１年以内に返済予定のリース債務 531 538 2.160 ―

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

1,533 1,142 2.160
平成30年４月30日～
平成34年３月30日

合計 2,065 1,760 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、リース債務の期中平均に対する加重平均利率を記載しております。

２  リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 523 492 63 62
 

 

【資産除去債務明細表】

「資産除去債務関係」注記に記載しているため、記載を省略しております。

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 19,207 41,751 67,734 88,032

税金等調整前四半期（当期）
純利益金額又は
税金等調整前四半期純損失金額(△)

(百万円) △130 760 2,425 2,330

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益金額又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)

(百万円) △124 417 1,460 1,365

１株当たり四半期（当期）
純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △5.53 18.64 65.14 60.90

 

 
 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額又は
１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △5.53 24.17 46.51 △4.25

 

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

71/94



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,253 8,205

  原材料及び貯蔵品 3 4

  前払費用 29 66

  短期貸付金 5 3

  関係会社短期貸付金 600 1,300

  未収入金 485 324

  繰延税金資産 82 104

  その他 0 1

  貸倒引当金 △0 △1

  流動資産合計 6,459 10,010

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,009 1,479

    減価償却累計額 △803 △628

    建物（純額） 205 850

   機械及び装置 1 -

    減価償却累計額 0 -

    機械及び装置（純額） 0 -

   工具、器具及び備品 265 355

    減価償却累計額 △201 △185

    工具、器具及び備品（純額） 64 169

   土地 2,242 2,242

   リース資産 200 147

    減価償却累計額 △140 △64

    リース資産（純額） 59 82

   建設仮勘定 89 -

   有形固定資産合計 2,663 3,346

  無形固定資産   

   ソフトウエア 955 660

   ソフトウエア仮勘定 138 23

   無形固定資産合計 1,093 684

  投資その他の資産   

   投資有価証券 298 282

   関係会社株式 11,462 5,302

   出資金 0 0

   従業員に対する長期貸付金 5 3

   関係会社長期貸付金 399 2,000

   破産更生債権等 49 47

   長期前払費用 5 0

   繰延税金資産 1,473 1,350

   差入保証金 415 661

   会員権 40 29

   その他 4 3

   貸倒引当金 △449 △49

   投資その他の資産合計 13,705 9,632

  固定資産合計 17,461 13,663

 資産合計 23,921 23,673
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負債の部   

 流動負債   

  未払金 ※１  686 ※１  601

  リース債務 27 16

  未払法人税等 305 286

  未払消費税等 75 6

  未払費用 24 27

  預り金 49 44

  前受収益 21 21

  賞与引当金 104 94

  役員賞与引当金 12 25

  資産除去債務 83 146

  その他 3 3

  流動負債合計 1,394 1,275

 固定負債   

  リース債務 38 76

  退職給付引当金 2,343 2,402

  長期未払金 47 7

  長期預り保証金 99 97

  資産除去債務 4 262

  その他 - 92

  固定負債合計 2,534 2,940

 負債合計 3,929 4,216

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,297 7,297

  資本剰余金   

   資本準備金 1,000 1,000

   その他資本剰余金 9,430 9,430

   資本剰余金合計 10,430 10,430

  利益剰余金   

   利益準備金 1,224 1,224

   その他利益剰余金   

    別途積立金 3,000 3,000

    繰越利益剰余金 △1,347 △1,871

   利益剰余金合計 2,877 2,353

  自己株式 △739 △739

  株主資本合計 19,865 19,340

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 127 116

  評価・換算差額等合計 127 116

 純資産合計 19,992 19,457

負債純資産合計 23,921 23,673
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 ※１  5,029 ※１  4,783

売上総利益 5,029 4,783

販売費及び一般管理費 ※１・２・３  4,619 ※１・２・３  3,870

営業利益 409 913

営業外収益   

 受取利息 10 52

 受取配当金 3 4

 受取賃貸料 ※１  416 ※１  417

 その他 15 16

 営業外収益合計 445 490

営業外費用   

 支払利息 1 1

 賃貸費用 308 312

 その他 9 17

 営業外費用合計 320 330

経常利益 534 1,073

特別利益   

 固定資産売却益 ※４  205 ※４  1

 特別利益合計 205 1

特別損失   

 固定資産除却損 ※５  9 ※５  22

 店舗閉鎖損失 16 -

 減損損失 ※６  20 -

 子会社株式評価損 94 -

 特別損失合計 140 22

税引前当期純利益 599 1,052

法人税、住民税及び事業税 267 350

法人税等調整額 △146 105

法人税等合計 120 455

当期純利益 478 596
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 7,297 1,000 9,430 10,430 1,224 3,000 △704 3,520

当期変動額         

剰余金の配当       △1,121 △1,121

当期純利益       478 478

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － － － △642 △642

当期末残高 7,297 1,000 9,430 10,430 1,224 3,000 △1,347 2,877
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △733 20,514 55 55 20,570

当期変動額      

剰余金の配当  △1,121   △1,121

当期純利益  478   478

自己株式の取得 △6 △6   △6

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  71 71 71

当期変動額合計 △6 △649 71 71 △577

当期末残高 △739 19,865 127 127 19,992
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 当事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 7,297 1,000 9,430 10,430 1,224 3,000 △1,347 2,877

当期変動額         

剰余金の配当       △1,121 △1,121

当期純利益       596 596

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － － － － － △524 △524

当期末残高 7,297 1,000 9,430 10,430 1,224 3,000 △1,871 2,353
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △739 19,865 127 127 19,992

当期変動額      

剰余金の配当  △1,121   △1,121

当期純利益  596   596

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △10 △10 △10

当期変動額合計 △0 △524 △10 △10 △535

当期末残高 △739 19,340 116 116 19,457
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては、移動平均法による原価法を採用しており

ます。

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　８～34年

工具、器具及び備品　　　３～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の翌事業年度に一括費用処理することとしております。

また、過去勤務費用は発生年度に一括費用処理しております。

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(3) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業

年度から適用しております。　

 

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する負債

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

流動負債   

　未払金 266百万円 34百万円
 

 

(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

売上高 5,029百万円 4,782百万円

販売費及び一般管理費 27百万円 107百万円

受取賃貸料 292百万円 287百万円
 

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

79/94



 

※２　販売費及び一般管理費はおおよそ一般管理費に属する費用となります。主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

広告宣伝費 40百万円 33百万円

従業員給料賞与 906百万円 722百万円

臨時雇手当 35百万円 49百万円

貸倒引当金繰入額 399百万円 △202百万円

賞与引当金繰入額 104百万円 94百万円

退職給付費用 93百万円 77百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円 25百万円

減価償却費 791百万円 689百万円

長期前払費用償却 6百万円 1百万円

家賃 185百万円 364百万円

コンピュータ費 685百万円 631百万円
 

　

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費

 

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 42百万円 -百万円
 

　

※４　固定資産売却益

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

土地 177百万円 -

建物付属設備 28百万円 -

その他 - 1百万円

計 205百万円 1百万円
 

 

※５ 固定資産除却損

 

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

本部管理システム 9百万円  22百万円
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※６　減損損失

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

場所 用途 種類 金額

埼玉県 貸与資産 土地 20百万円

  合計 20百万円
 

資産のグルーピングは、貸与資産をグルーピングの最小単位としております。

当事業年度において、上記土地で運営していた店舗の閉店が確定したことにより、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額20百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却可能価額を採用しております。正味売却可能価額は、不動産鑑定士による不動

産鑑定評価等を基準に算定しております。

　

当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。　

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 356,014 2,885 - 358,899
 

　　（変動事由の概要）

　　　単元未満株式の買取りによる増加                  2,885株

 

当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 358,899 20 - 358,919
 

　　（変動事由の概要）

　　　単元未満株式の買取りによる増加                      20株

 

(リース取引関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

子会社株式で時価のあるものはありません。

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

子会社株式 11,462 5,302
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

(繰延税金資産)   

  退職給付引当金 726百万円 744百万円

  貸倒引当金 139百万円 15百万円

  減価償却超過額 39百万円 36百万円

　 長期未払金 14百万円 -百万円

  ゴルフ会員権評価損 15百万円 15百万円

  少額償却資産 10百万円 7百万円

  減損損失 254百万円 254百万円

  未払社会保険料 4百万円 4百万円

  未払事業税 15百万円 21百万円

  賞与引当金 33百万円 31百万円

  資産除去債務 27百万円 127百万円

  会社分割に伴う関係会社株式 569百万円 538百万円

  子会社株式評価損 545百万円 446百万円

  その他 33百万円 61百万円

  小計 2,430百万円 2,304百万円

  評価性引当額 △816百万円 △717百万円

繰延税金資産合計 1,614百万円 1,587百万円

(繰延税金負債)   

資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円 △80百万円

その他有価証券評価差額金 △57百万円 △52百万円

繰延税金負債合計 △58百万円 △132百万円

差引：繰延税金資産純額 1,556百万円 1,454百万円
 

(注) 前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

    流動資産－繰延税金資産 82百万円 104百万円

    固定資産－繰延税金資産 1,473百万円 1,350百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.0％ 31.0％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.0％ 12.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △22.0％ △23.0％

みなし配当等の税務差額 － 22.9％

住民税均等割等 0.9％ 0.3％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 6.9％ －％

評価性引当額の増減 △3.6％ －％

その他 0.9％ △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.1％ 43.3％
 

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

83/94



 

(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 891.56円 867.69円

１株当たり当期純利益金額 21.34円 26.60円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益金額(百万円) 478 596

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益金額(百万円) 478 596

  普通株式の期中平均株式数(株) 22,424,935 22,424,096
 

 

　　 ３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 19,992 19,457

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 19,992 19,457

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

22,424,101 22,424,081
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(重要な後発事象)

1.　子会社株式の譲渡ならびにこれに伴う希望退職者の募集

「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照くださ

い。

 
2.　取締役に対する業績連動型報酬制度の導入

「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照くださ

い。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

㈱Misumi 38,500 68

㈱アクシーズ 90,000 212

㈱エリア 40 2

㈱ジェフグルメカード 400 0

計 128,940 282
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 1,009 770 300 1,479 628 125 850

　機械及び装置 1 0 1 - - 0 -

　工具、器具及び備品 265 161 71 355 185 55 169

　土地 2,242 - - 2,242 - - 2,242

  リース資産 200 49 102 147 64 22 82

　建設仮勘定 89 523 612 - - - -

有形固定資産計 3,808 1,504 1,088 4,224 878 203 3,346

無形固定資産        

　ソフトウエア 3,504 220 173 3,551 2,890 492 660

　ソフトウエア仮勘定 138 116 231 23 - - 23

　施設利用権 0 - 0 - - - -

無形固定資産計 3,642 336 404 3,574 2,890 492 684

　長期前払費用 32 - 30 2 1 1 0
 

(注) １　当期増加額のうち主なものは、本社移転に際する資産の購入518百万円、本部機能強化を目的とする自社利

用ソフトウエアの購入及び開発218百万円等によるものであります。

２　当期減少額のうち主なものは、本社移転に際する資産の除却222百万円等によるものであります。

　　 ３　「当期首残高」及び「当期末残高」は取得原価により記載しております。
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 449 2 195 205 51

賞与引当金 104 94 104 - 94

役員賞与引当金 12 25 12 - 25
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、対象となる債権の回収による取崩額であります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で
按分した金額とする。
(算式)１株当たりの買取単価に１単元の株式数を乗じた金額のうち
100万円以下の金額につき　　　　　　　　　　　 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき　　　　　0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき　　　　0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき　　　0.575％
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき　　　0.375％
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)
ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法

公告は、電子公告により行います。但し、事故その他やむを得ない事由により、電子
公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://japan.kfc.co.jp/

株主に対する特典
毎年３月、９月の各末日の単元株以上所有株主に対し、所有株式数に応じて株主優待
券を贈呈しております。

 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を定款に定めております。

 (1)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 (2)　取得請求権付株式の取得を請求する権利

 (3)　募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

 (4)　単元未満株式の買増を請求する権利

 

EDINET提出書類

日本ＫＦＣホールディングス株式会社(E03157)

有価証券報告書

89/94



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】
 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度　第47期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月17日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　事業年度　第47期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月17日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

　　第48期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月12日関東財務局長に提出。

　　第48期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月11日関東財務局長に提出。

　　第48期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月10日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年６月27日

日本ＫＦＣホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

　指定有限責任社員

　業務執行社員
 公認会計士   岡　本　　健　一　郎   印

 
 

　指定有限責任社員

　業務執行社員
 公認会計士   栁　　川　　洋　　満   印

   
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ＫＦＣホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本ＫＦＣホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

重要な後発事象１.子会社株式の譲渡ならびにこれに伴う希望退職者の募集に記載されているとおり、会社は連結子会

社である日本ピザハット株式会社ならびにフェニックス・フーズ株式会社の株式の全部を平成29年６月12日付で譲渡し

た。また、これに伴いピザハット事業に従事していた従業員を中心に希望退職者の募集を行い250名の退職が決定した。

当該事項は当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ＫＦＣホールディングス

株式会社の平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分且つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日本ＫＦＣホールディングス株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成29年６月27日

日本ＫＦＣホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

　指定有限責任社員

　業務執行社員
 公認会計士   岡　本　　健　一　郎   印

 
 

　指定有限責任社員

　業務執行社員
 公認会計士   栁　　川　　洋　　満   印

   
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ＫＦＣホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第48期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。
　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本Ｋ

ＦＣホールディングス株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

強調事項

重要な後発事象１.子会社株式の譲渡ならびにこれに伴う希望退職者の募集に記載されているとおり、会社は連結子会

社である日本ピザハット株式会社ならびにフェニックス・フーズ株式会社の株式の全部を平成29年６月12日付で譲渡し

た。また、これに伴いピザハット事業に従事していた従業員を中心に希望退職者の募集を行い250名の退職が決定した。

当該事項は当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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